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○ 介護療養型医療施設 基本報酬

○ 新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価

① １（１）③災害への地域と連携した対応の強化

② ２（１）①認知症専門ケア加算等の見直し

③ ２（１）②認知症に係る取組の情報公表の推進

④ ２（１）④認知症介護基礎研修の受講の義務づけ

⑤ ２（２）①看取り期における本人の意思に沿ったケアの充実

⑥ ２（２）④介護医療院等における看取りへの対応の充実

⑦ ２（３）⑬介護療養型医療施設の円滑な移行

⑧ ２（４）⑦退院・退所時のカンファレンスにおける福祉用具専門相談員等の参画促進

⑨ ２（５）①個室ユニット型施設の設備・勤務体制の見直し

⑩ ３（１）①リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の一体的な推進

⑪ ３（１）⑭施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

⑫ ３（１）⑮施設系サービスにおける栄養ケア・マネジメントの充実

⑬ ３（１）⑯多職種連携における管理栄養士の関与の強化

⑭ ４（１）①処遇改善加算の職場環境等要件の見直し

⑮ ４（１）②介護職員等特定処遇改善加算の見直し

改定事項

８．（３） 介護療養型医療施設

-1-
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⑯ ４（１）③サービス提供体制強化加算の見直し

⑰ ４（２）⑪介護老人福祉施設等の人員配置基準の見直し

⑱ ５（１）⑧介護療養型医療施設の基本報酬の見直し

⑲ ５（１）⑩介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）の廃止

⑳ ６①介護保険施設におけるリスクマネジメントの強化

㉑ ６③基準費用額の見直し

改定事項

８．（３） 介護療養型医療施設

-2-
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介護療養型医療施設 基本報酬

＜現行＞ ＜改定後＞
○療養型介護療養施設サービス費(Ⅰ)(iv)(多床室)(療養機能強化型Ａ)(看護6：1、介護4：1)

要介護１ 783単位 717単位
要介護２ 891単位 815単位
要介護３ 1,126単位 1,026単位
要介護４ 1,225単位 1,117単位
要介護５ 1,315単位 1,198単位

○療養型介護療養施設サービス費(Ⅰ)(iv)(多床室)(療養機能強化型Ｂ)(看護6：1、介護4：1)
要介護１ 770単位 705単位
要介護２ 878単位 803単位
要介護３ 1,108単位 1,010単位
要介護４ 1,206単位 1,099単位
要介護５ 1,295単位 1,180単位

○ユニット型療養型介護療養施設サービス費(Ⅱ)(ユニット型個室)(療養機能強化型Ａ)
要介護１ 800単位 732単位
要介護２ 908単位 830単位
要介護３ 1,143単位 1,042単位
要介護４ 1,242単位 1,132単位
要介護５ 1,332単位 1,213単位

○ユニット型療養型介護療養施設サービス費(Ⅱ)(ユニット型個室)(療養機能強化型Ｂ)
要介護１ 790単位 723単位
要介護２ 896単位 819単位
要介護３ 1,128単位 1,028単位
要介護４ 1,225単位 1,117単位
要介護５ 1,314単位 1,197単位

※以下の単位数はすべて１日あたり単位数

-3-
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○ 新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価として、全てのサービスについて、令和３年９月末
までの間、基本報酬に0.1％上乗せする。

概要

新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価

-4-
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○ 災害への対応においては、地域との連携が不可欠であることを踏まえ、非常災害対策（計画策定、関係機関と
の連携体制の確保、避難等訓練の実施等）が求められる介護サービス事業者を対象に、小規模多機能型居宅介護
等の例を参考に、訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならないこととす
る。【省令改正】

概要

１．③ 災害への地域と連携した対応の強化

【通所系サービス★、短期入所系サービス★、特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、施設系サービス】

-5-
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○ 認知症専門ケア加算等について、各介護サービスにおける認知症対応力を向上させていく観点から、以下の見直しを行う。
ア 訪問介護、訪問入浴介護、夜間対応型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、他のサービス

と同様に、認知症専門ケア加算を新たに創設する。【告示改正】
イ 認知症専門ケア加算（通所介護、地域密着型通所介護においては認知症加算）の算定の要件の一つである、認

知症ケアに関する専門研修（※１）を修了した者の配置について認知症ケアに関する専門性の高い看護師（※
２）を、加算の配置要件の対象に加える。【通知改正】

なお、 上記の専門研修については、質を確保しつつ、ｅラーニングの活用等により受講しやすい環境整備を行う。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位／日（新設）※

認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位／日（新設）※
※ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護（Ⅱ）については、認知症専門ケア加算（Ⅰ）90単位／月、認知症専門ケア加算（Ⅱ）120単位／月

単位数

＜認知症専門ケア加算（Ⅰ）＞（※既往要件と同）
・ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が利用者の100分の50以上
・ 認知症介護実践リーダー研修修了者を認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が20名未満の場合は１名以上、

20名以上の場合は１に、当該対象者の数が19を超えて10又は端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、専
門的な認知症ケアを実施

・ 当該事業所の従業員に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催
＜認知症専門ケア加算（Ⅱ）＞（※既往要件と同）
・ 認知症専門ケア加算（Ⅰ）の要件を満たし、かつ、認知症介護指導者養成研修修了者を１名以上配置し、事業所

全体の認知症ケアの指導等を実施
・ 介護、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、実施又は実施を予定

算定要件等

２．（１）① 認知症専門ケア加算等の見直し

※１ 認知症ケアに関する専門研修
認知症専門ケア加算（Ⅰ）:認知症介護実践リーダー研修
認知症専門ケア加算（Ⅱ）:認知症介護指導者養成研修
認知症加算:認知症介護指導者養成研修、認知症介護実践リーダー研修

、認知症介護実践者研修

※２ 認知症ケアに関する専門性の高い看護師
①日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修
②日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び「精神看護」の専門看護師教育課程
③日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」

アについては、以下のとおり。
イについては、単位数の変更はなし。

アについては、以下のとおり。
イについては、概要欄のとおり。

【ア：訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、訪問入浴介護★ イ：ア及び、通所介護、地域密着型通所介護、短期入所生活介護★、短期入所療養介
護★、特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人
保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】

-6-
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○ 介護サービス事業者の認知症対応力の向上と利用者の介護サービスの選択に資する観点から、全ての介護サービ
ス事業者(居宅療養管理指導を除く)を対象に、研修の受講状況等、認知症に係る事業者の取組状況について、介
護サービス情報公表制度において公表することを求めることとする。【通知改正】

具体的には、通知「「介護サービス情報の公表」制度の施行について」（平18老振発0331007）別添１につい
て以下の改正を行う。

概要

２．（１）② 認知症に係る取組の情報公表の推進

別添１：基本情報調査票（下の表は、夜間対応型訪問介護の例）
（枝番）

３．事業所において介護サービスに従事する従業者に関する事項

 従業者の教育訓練のための制度、研修その他の従業者の資質向上に向けた取組の実施状況

事業所で実施している従業者の資質向上に向けた研修等の実施状況

実践的な職業能力の評価・認定制度である介護プロフェッショナルキャリア段位制度の取組

アセッサー（評価者）の人数 人

人 人 人 人

外部評価（介護プロフェッショナルキャリア段位制度）の実施状況 ［ ］ 0. なし・　1. あり

（その内容）

（20XX年XX月XX日現在）

計画年度 年度 記入年月日

事業所名： 事業所番号：

基本情報調査票：夜間対応型訪問介護

記入者名 所属・職名

レベル２② レベル３ レベル４
段位取得者の人数

レベル２①

【見直し】
認知症介護指導者研修、認知症介護実践リーダー研修、

認知症介護実践者研修、その他の研修の欄を設け、
受講人数を入力させる

【現行】

【全サービス（介護サービス情報公表制度の対象とならない居宅療養管理指導を除く）★】

-7-



○ 認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護
に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、
医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じること
を義務づける。【省令改正】

その際、３年の経過措置期間を設けることとするとともに、新入職員の受講についても１年の猶予期間を設け
ることとする。

概要

２．（１）④ 認知症介護基礎研修の受講の義務づけ

【認知症介護指導者養成研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修】 【認知症介護基礎研修】

【目標】

介護に携わる全ての職員の
受講

新任の介護職員等が認知症
介護に最低限必要な知識、
技能を修得指導者

研修

実践リーダー

研修

実践者研修

ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ

認
知
症
介
護
実
践
研
修

研修の目的 受講要件

・社会福祉士、介護福祉士等の資格を有する者又は
これに準ずる者
・認知症介護実践者研修を修了した者又はそれと
同等の能力を有すると都道府県等が認めた者
・地域ケアを推進する役割を担うことが見込まれて
いる者
等のいずれの要件も満たす者

・概ね５年以上の実務経験があり、チー
ムのリーダーになることが予定され、実践
者研修を修了して１年以上経過した者

・原則、身体介護に関する知
識、技術を修得しており、概ね
実務経験２年程度の者

・認知症介護実践研修の企画立案、
介護の質の改善について指導でき
る者を養成

・事業所内のケアチームに
おけるリーダーを養成

・認知症介護の理念、
知識及び技術を修得

（参考）介護従事者等の認知症対応力向上の促進

12

【全サービス（無資格者がいない訪問系サービス（訪問入浴介護を除く）、福祉用具貸与、居宅介護支援を除く）★】

-8-
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○ 看取り期における本人・家族との十分な話し合いや他の関係者との連携を一層充実させる観点から、訪問看護
等のターミナルケア加算における対応と同様に、基本報酬（介護医療院、介護療養型医療施設、短期入所療養介護（介護老
人保健施設によるものを除く））や看取りに係る加算の算定要件において、「人生の最終段階における医療・ケアの決
定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うことを求める。【告示改正、通知改正】

○ 施設系サービスについて、サービス提供にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針決定に対する支援
に努めることを求める。【通知改正】

概要

〇 ターミナルケアに係る要件として、以下の内容等を通知等に記載する。
・「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うこと。

○ 施設サービス計画の要件として、以下の内容等を運営基準の通知に記載する
・ 施設サービス計画の作成にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針決定に対する支援に努めること。

算定要件等

２．（２）① 看取り期における本人の意思を尊重したケアの充実

【短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介護、居宅介護支援、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、介護老人福祉施設、地
域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】

-9-
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○ 介護医療院及び介護療養型医療施設における看取り期における本人・家族との十分な話し合いや他の関係者との
連携を一層充実させる観点から、以下の見直しを行う。
・ 基本報酬の算定要件において、「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」

等の内容に沿った取組を行うことを求める。【告示改正、通知改正】
・ サービス提供にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針決定に対する支援に努めることを求める。

【通知改正】

概要

○ 介護医療院サービスの施設基準（告示）におけるターミナルケア要件及び通知に以下の内容を規定する。
・「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うこと。

○ 施設サービス計画の作成に係る規定として、以下の内容等を通知に記載する。
・ 施設サービス計画の作成にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針決定に対する支援に努めること。

算定要件等

２．（２）④ 介護医療院等における看取りへの対応の充実

【介護医療院、介護療養型医療施設、短期入所療養介護（介護老人保健施設によるものを除く）】

-10-
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○ 介護療養型医療施設について、令和５年度末の廃止期限までの円滑な移行等に向け、より早期の意思決定を促
す観点から、事業者に、一定期間ごとに移行等に係る検討の状況について指定権者に報告を求め、期限までに報
告されない場合には、次の期限までの間、基本報酬を減算する。【告示改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 移行計画未提出減算 10％／日減算 （新設）

単位数

○次の要件を満たさない場合、基本報酬から所定単位数を減算。
・ 厚生労働省が示す様式を用いて、令和6年4月1日までの移行計画を半年ごとに許可権者に提出すること。

※ 最初の提出期限は令和3年9月30日とし、以後、半年後を次の提出期限とする（令和5年9月30日まで）。
※ 減算期間は、次の提出期限まで

算定要件等

２．（３）⑬ 介護療養型医療施設の円滑な移行

【介護療養型医療施設】

-11-
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○ 退院・退所時のスムーズな福祉用具貸与の利用を図る観点から、居宅介護支援の退院・退所加算や施設系サー
ビスの退所時の支援に係る加算において求められる退院・退所時のカンファレンスについて、退院・退所後に福
祉用具の貸与が見込まれる場合には、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等
が参画することを明確化する。【通知改正】

概要

○ 変更なし。
※ 指定居宅介護支援における退院・退所加算

単位数

○ 居宅介護支援における退院・退所加算のカンファレンスの要件について、以下の内容を通知に記載する。
・ 退院・退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合は、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを

提供する作業療法士等が参加するもの。

算定要件等

２．（４）⑦ 退院・退所時のカンファレンスにおける
福祉用具専門相談員等の参画促進

（Ⅰ）イ ４５０単位 （Ⅰ）ロ ６００単位 （Ⅱ）イ ６００単位 （Ⅱ）ロ ７５０単位 （Ⅲ） ９００単位

関係者からの利用者
に係る必要な情報提
供の回数

１回
（カンファレンス以外
の方法により実施）

１回
（カンファレンス

により実施）

２回以上
（カンファレンス以外
の方法により実施）

２回
（うち１回以上はカン
ファレンスを実施）

２回以上
（うち１回以上はカン
ファレンスを実施）

【居宅介護支援、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、
介護医療院】

-12-



47

〇 個室ユニット型施設において、ケアの質を維持しつつ、人材確保や職員定着を目指し、ユニットケアを推進す
る観点から、１ユニットの定員を、夜間及び深夜を含めた介護・看護職員の配置の実態を勘案して職員を配置す
るよう努めることを求めつつ、現行の「おおむね10人以下」から「原則としておおむね10人以下とし、15人を超
えないもの」とする。【省令改正】

概要

２．（５）① 個室ユニット型施設の設備・勤務体制の見直し①

〇 個室ユニット型施設における１ユニットの定員について、以下のとおり見直しを行う。
＜現行＞ ＜改定後＞

おおむね10人以下としなければならない。 ⇒ ・原則としておおむね10人以下とし、15人を超えないも
のとする。

・当分の間、現行の入居定員を超えるユニットを整備す
る場合は、ユニット型施設における夜間及び深夜を含
めた介護職員及び看護職員の配置の実態を勘案して職
員を配置するよう努めるものとする。

基準

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、
短期入所生活介護★、短期入所療養介護★】

-13-
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〇 ユニット型個室的多床室について、感染症やプライバシーに配慮し、個室化を進める観点から、新たに設置す
ることを禁止する。【省令改正、告示改正】

概要

２．（５）① 個室ユニット型施設の設備・勤務体制の見直し②

○ 個室ユニット型施設における居室の基準（省令）について、以下のとおり見直しを行う。

＜現行＞ ＜改定後＞
ユニットに属さない居室を改修したものについては、 廃止

入居者同士の視線の遮断の確保を前提にした上で、居室 ⇒
を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じて
いても差し支えない。

○ 算定告示の見直し（ユニット型介護福祉施設における介護福祉施設サービス費の例）
〇ユニット型介護福祉施設サービス費

・ユニット型介護福祉施設サービス費（Ⅰ） ⇒ ・ユニット型介護福祉施設サービス費

・ユニット型介護福祉施設サービス費（Ⅱ） ⇒ ・経過的ユニット型介護福祉施設サービス費

〇ユニット型経過的小規模介護福祉施設サービス費 ⇒ 経過的ユニット型小規模介護福祉施設サービス費
・ユニット型経過的小規模介護福祉施設 ⇒ ・経過的ユニット型小規模介護福祉施設サービス費

サービス費（Ⅰ） （Ⅰ）

・ユニット型経過的小規模介護福祉施設 ⇒ ・経過的ユニット型小規模介護福祉施設サービス費
サービス費（Ⅱ） （Ⅱ）

基準等

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、
短期入所生活介護★、短期入所療養介護★】
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○ リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組を一体的に運用し、自立支援・重度化防止を効果的に進め
る観点から見直しを行う。【通知改正】

概要

○ リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養に関する加算等の算定要件とされている計画作成や会議について、
リハビリテーション専門職、管理栄養士、歯科衛生士が必要に応じて参加することを明確化する。

○ リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養に関する各種計画書（リハビリテーション計画書、栄養ケア計画
書、口腔機能向上サービスの管理指導計画・実施記録）について、重複する記載項目を整理するとともに、それ
ぞれの実施計画を一体的に記入できる様式を設ける。

算定要件等

３．（１）① リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の一体的な推進

【訪問リハビリテーション★、通所介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、認知症対応型通所介護★、通所リハビリテーション★、短期入所生活介護★、短期入所療養介護
★、小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能型居宅介護、特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉
施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】
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○ 施設系サービスにおいて口腔衛生管理体制を確保するよう促すとともに、状態に応じた丁寧な口腔衛生管理を更
に充実させるため、口腔衛生管理体制加算を廃止し、同加算の算定要件の取組を一定緩和した上で、３年の経過措
置期間を設け、基本サービスとして、口腔衛生の管理体制を整備し、入所者ごとの状態に応じた口腔衛生の管理を
行うことを求める。【省令改正、告示改正】

○ 口腔衛生管理加算について、CHASEへのデータ提出とフィードバックの活用による更なるPDCAサイクルの推
進・ケアの向上を図ることを評価する新たな区分を設ける。【告示改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
口腔衛生管理体制加算 30単位/月 ⇒ 廃止
口腔衛生管理加算 90単位/月 ⇒ 口腔衛生管理加算（Ⅰ） 90単位/月（現行の口腔衛生管理加算と同じ）

口腔衛生管理加算（Ⅱ）110単位/月（新設）

単位数

＜運営基準（省令）＞（※３年の経過措置期間を設ける）
・ 「入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整

備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない」ことを規定。
※ 「計画的に」とは、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔衛生に係

る技術的助言及び指導を年2回以上実施することとする。
＜口腔衛生管理加算（Ⅱ）＞

・ 加算（Ⅰ）の要件に加え、口腔衛生等の管理に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生等の管理
の実施に当たって、当該情報その他口腔衛生等の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。

基準・算定要件

３．（１）⑭ 施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設（一部除く）、介護医療院】
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○ 介護保険施設における栄養ケア・マネジメントの取組を一層強化する観点から、栄養マネジメント加算等の見直
しを行う。【省令改正、告示改正】

概要

単位数

３．（１）⑮ 施設系サービスにおける栄養ケア・マネジメントの充実

＜運営基準（省令）＞
○ （現行）栄養士を１以上配置 → （改定後）栄養士又は管理栄養士を１以上配置。
○ 栄養マネジメント加算の要件を包括化することを踏まえ、「入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した

日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない」ことを規
定。（３年の経過措置期間を設ける）

＜栄養マネジメント強化加算＞
○ 管理栄養士を常勤換算方式で入所者の数を50（施設に常勤栄養士を１人以上配置し、給食管理を行っている場合

は70）で除して得た数以上配置すること
○ 低栄養状態のリスクが高い入所者に対し、医師、管理栄養士、看護師等が共同して作成した、栄養ケア計画に従

い、食事の観察（ミールラウンド）を週３回以上行い、入所者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた食事の調整等を
実施すること

○ 低栄養状態のリスクが低い入所者にも、食事の際に変化を把握し、問題がある場合は、早期に対応すること
○ 入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当該情報その他継

続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。
＜経口維持加算＞

○ 原則６月とする算定期間の要件を廃止する

基準・算定要件等

＜現行＞ ＜改定後＞
栄養マネジメント加算 14単位／日 ⇒ 廃止

栄養ケア・マネジメントの未実施 14単位／日減算（新設）
（３年の経過措置期間を設ける）

なし ⇒ 栄養マネジメント強化加算 11単位／日（新設）
低栄養リスク改善加算 300単位／月 ⇒ 廃止
経口維持加算 400単位／月 ⇒ 変更なし

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設（一部除く）、介護医療院】
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○ 介護保険施設において多職種連携で行う取組について、管理栄養士の役割や関与を強化する観点から、以下の見直
しを行う。【告示改正、通知改正】
・ 看取り期における栄養ケアの充実を図る観点から、介護保険施設における看取りへの対応に係る加算（看取り介

護加算、ターミナルケア加算）又は基本報酬の算定要件において、関与する専門職として管理栄養士を明記する。
・ 褥瘡の発生や改善は栄養と大きく関わることを踏まえ、褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導管理の算定要件に

おいて、関与する専門職として管理栄養士を明記する。

概要

３．（１）⑯ 多職種連携における管理栄養士の関与の強化

【短期入所療養介護、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】
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○ 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の算定要件の一つである職場環境等要件について、介
護事業者による職場環境改善の取組をより実効性が高いものとする観点から、以下の見直しを行う。

・ 職場環境等要件に定める取組について、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、以下の取組がより促進
されるように見直しを行うこと。【通知改正】
ｰ 職員の新規採用や定着促進に資する取組
ｰ 職員のキャリアアップに資する取組
ｰ 両立支援・多様な働き方の推進に資する取組
ｰ 腰痛を含む業務に関する心身の不調に対応する取組
ｰ 生産性の向上につながる取組
ｰ 仕事へのやりがい・働きがいの醸成や職場のコミュニケーションの円滑化等、職員の勤務継続に資する取組

・ 職場環境等要件に基づく取組の実施について、当該年度における取組の実施を求めること。【告示改正】

概要

４．（１）① 処遇改善加算の職場環境等要件の見直し

【訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、訪問入浴介護★、通所介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、認知症対応型通所介護★、通所リハビリ
テーション★、短期入所生活介護★、短期入所療養介護★、小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能型居宅介護、特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活
介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】
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○ 介護職員等特定処遇改善加算について、リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準の実現を図
りながら、介護職員の更なる処遇改善を行うとの趣旨は維持した上で、小規模事業者を含め事業者がより活用し
やすい仕組みとする観点から、以下の見直しを行う。【告示改正】
・ 平均の賃金改善額の配分ルールについて、「その他の職種」は「その他の介護職員」の「２分の１を上回ら

ないこと」とするルールは維持した上で、
・ 「経験・技能のある介護職員」は「その他の介護職員」の「2倍以上とすること」とするルールについて、

「より高くすること」とする。

概要

４．（１）② 介護職員等特定処遇改善加算の見直し

平均賃上げ額が

Ａ ＞ Ｂ
１ ： 0.5以下

改定後

B
他の

介護職員

A

C
その他の

職種

経
験
・技
能
の

あ
る
介
護
職
員

平均賃上げ額が

２以上 ： １ ： 0.5以下

B
他の

介護職員

A

現行

C
その他の

職種

【訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、訪問入浴介護★、通所介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、認知症対応型通所介護★、通所リハビリ
テーション★、短期入所生活介護★、短期入所療養介護★、小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能型居宅介護、特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活
介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】
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○ サービス提供体制強化加算について、サービスの質の向上や職員のキャリアアップを一層推進する観点から、見
直しを行う。【告示改正】

概要

単位数・算定要件等

４．（１）③ サービス提供体制強化加算の見直し

（注１）表中、複数の単位が設定されているものについては、いずれか１つのみを算定することができる。
（注２）介護福祉士に係る要件は、「介護職員の総数に占める介護福祉士の割合」、常勤職員に係る要件は「看護・介護職員の総数に占める常勤職員の割合」、勤続年数に係る要件は「利用者に直接サービスを提供する職員の総数に占める７年（一部３年）

以上勤続職員の割合」である。

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、訪問入浴介護★、訪問看護★、訪問リハビリテーション★、通所介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、認知症対
応型通所介護★、通所リハビリテーション★、短期入所生活介護★、短期入所療養介護★、小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能型居宅介護、特定施設入居者生活介護★、
地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介
護医療院】

資格・勤続年数要件

単位数
加算Ⅰ（新たな最上位区分） 加算Ⅱ（改正前の加算Ⅰイ相当） 加算Ⅲ（改正前の加算Ⅰロ、加算Ⅱ、加算Ⅲ相当）

訪問入浴介護
夜間対応型訪問介護

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士60%以上
②勤続10年以上介護福祉士25％以上

介護福祉士40%以上又は介護福祉士、実務者研
修修了者、基礎研修修了者の合計が60%以上

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士30%以上又は介護福祉士、実務者研修

修了者、基礎研修修了者の合計が50%以上
② 勤続7年以上の者が30%以上

（訪問入浴） （夜間訪問）
Ⅰ 44単位/回 Ⅰ 22単位/回
Ⅱ 36単位/回 Ⅱ 18単位/回
Ⅲ 12単位/回 Ⅲ 6単位/回

訪問看護
療養通所介護

― ―
（イ） 勤続7年以上の者が30%以上
（ロ） 勤続3年以上の者が30%以上 （訪看・訪リハ） （療養通所）

（イ）6単位/回 （イ）48単位/月
（ロ）3単位/回 （ロ）24単位/月

訪問リハビリテーション ― ―
（イ） 勤続7年以上の者が1人以上
（ロ） 勤続3年以上の者が1人以上

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士60%以上
②勤続10年以上介護福祉士25％以上

介護福祉士40%以上又は介護福祉士、実務者研
修修了者、基礎研修修了者の合計が60%以上

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士30%以上又は介護福祉士、実務者研修

修了者、基礎研修修了者の合計が50%以上
② 常勤職員60%以上
③ 勤続7年以上の者が30%以上

Ⅰ 750単位/月
Ⅱ 640単位/月
Ⅲ 350単位/月

小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士70%以上
②勤続10年以上介護福祉士25％以上

介護福祉士50%以上

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士40%以上
②常勤職員60%以上
③勤続7年以上の者が30%以上

Ⅰ 750単位/月
Ⅱ 640単位/月
Ⅲ 350単位/月

通所介護、通所リハビリテーション
地域密着型通所介護
認知症対応型通所介護

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士70%以上
②勤続10年以上介護福祉士25％以上

介護福祉士50%以上
以下のいずれかに該当すること。
① 介護福祉士40%以上
② 勤続7年以上30%以上

（予防通リハ以外）
Ⅰ 22単位/回（日）
Ⅱ 18単位/回（日）
Ⅲ 6単位/回（日）

（予防通リハ）
Ⅰ 176単位/月
Ⅱ 144単位/月
Ⅲ 48単位/月

特定施設入居者生活介護※
地域密着型特定施設入居者生活介護※
認知症対応型共同生活介護

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士70%以上
②勤続10年以上介護福祉士25％以上
※印のサービスは、上記に加え、サービスの質の

向上に資する取組を実施していること。

介護福祉士60%以上

以下のいずれかに該当すること。
① 介護福祉士50%以上
② 常勤職員75%以上
③ 勤続7年以上30%以上

短期入所生活介護、短期入所療養介護
介護老人福祉施設※
地域密着型介護老人福祉施設※
介護老人保健施設※、介護医療院※
介護療養型医療施設※

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士80%以上
②勤続10年以上介護福祉士35％以上
※印のサービスは、上記に加え、サービスの質の

向上に資する取組を実施していること。

介護福祉士60%以上

以下のいずれかに該当すること。
① 介護福祉士50%以上
② 常勤職員75%以上
③ 勤続7年以上30%以上
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〇 人材確保や職員定着の観点から、従来型とユニット型を併設する場合において、入所者の処遇に支障がない場
合、介護・看護職員の兼務を可能とする。【省令改正】

概要

４．（２）⑪ 介護老人福祉施設等の人員配置基準の見直し①

＜現行＞ ＜改定後＞
従来型とユニット型を併設する場合において、 ⇒ 従来型とユニット型を併設する場合において、

介護・看護職員の兼務は認められない。 入所者の処遇に支障がない場合は、介護・看護職員
の兼務を認める。

基準

従来型 ユニット型

従来型 ○ × ⇒ ○

ユニット型 × ⇒ ○ ○

＜特養と特養を併設する場合の介護・看護職員の兼務の可否＞

※ ○は入所者の処遇に支障がない場合にのみ可能。

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】

（※）入所者の処遇や職員の負担に配慮する観点から、食事、健康管理、衛生管理、生活相談等における役務の提供や設備の供与が入
所者の身体的、精神的特性を配慮して適切に行われること、労働関係法令に基づき、職員の休憩時間や有給休暇等が適切に確保されて
いることなどの留意点を明示
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〇 人材確保や職員定着の観点から、広域型特別養護老人ホーム又は介護老人保健施設と小規模多機能型居宅介護
事業所を併設する場合において、入所者の処遇や事業所の管理上支障がない場合、管理者・介護職員の兼務を可
能とする。【省令改正】

概要

４．（２）⑪ 介護老人福祉施設等の人員配置基準の見直し②

＜現行＞ ＜改定後＞
広域型特養・介護老人保健施設と小規模多機能型居宅介護 ⇒ 広域型特養と小規模多機能型居宅介護が併設
が併設する場合において、介護職員及び管理者の兼務は不可 する場合において、介護職員は入所者の処遇に

支障がない場合に、管理者は管理上支障がない
場合に限り、兼務可能

基準

小規模多機能型居宅介護に併設する
施設・事業所

介護職
員の兼

務

管理者
の兼務

地域密着型介護老人福祉施設
地域密着型特定施設
認知症対応型共同生活介護事業所
介護療養型医療施設又は介護医療院

○ ○

広域型の特別養護老人ホーム
介護老人保健施設

× ×

（留意事項）
・兼務できる施設・事業所は、「併設する施設・事業所」

小規模多機能型居宅介護に併設する
施設・事業所

介護職
員の兼

務

管理者
の兼務

地域密着型介護老人福祉施設
地域密着型特定施設
認知症対応型共同生活介護事業所
介護療養型医療施設又は介護医療院

○ ○

広域型の特別養護老人ホーム
介護老人保健施設

○ ○

（留意事項）
・兼務できる施設・事業所は、「併設する施設・事業所」

【介護老人福祉施設、介護老人保健施設、小規模多機能型居宅介護★】
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〇 サテライト型居住施設において、本体施設が特別養護老人ホーム・地域密着型特別養護老人ホームである場合
に、本体施設の生活相談員により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われていると認められる
ときは、置かないことを可能とする。【省令改正】

概要

４．（２）⑪ 介護老人福祉施設等の人員配置基準の見直し③

＜現行＞ ＜改定後＞
サテライト型居住施設の生活相談員について、 サテライト型居住施設の生活相談員について、

本体施設が特別養護老人ホーム又は地域密着型 ⇒ 本体施設の特別養護老人ホーム又は地域密着型特別養
特養特別養護老人ホームである場合、 護老人ホームの生活相談員により当該サテライト型居
置かなければならない。 住施設の入所者の処遇が適切に行われていると認めら

れるときは、置かないことができる。

基準

【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】
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〇 地域密着型特別養護老人ホーム（サテライト型居住施設を除く。）において、他の社会福祉施設等との連携を
図ることにより当該地域密着型特別養護老人ホームの効果的な運営を期待することができる場合であって、入所
者の処遇に支障がないときは、栄養士を置かないことができる。【省令改正】

概要

４．（２）⑪ 介護老人福祉施設等の人員配置基準の見直し④

＜現行＞ ＜改定後＞
地域密着型特養特別養護老人ホームにおいて、栄養士を 他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との

置かなければならない。 ⇒ 連携を図ることにより当該指定地域密着型介護老人
福祉施設の効果的な運営を期待することができる
場合であって、入所者の処遇に支障がないときは、
栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。

基準

【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】
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○ 介護療養型医療施設（老人性認知症疾患療養病棟を除く）について、令和５年度末の廃止期限までに介護医療院への
移行等を進める観点から、令和２年度診療報酬改定における医療療養病床に係る評価の見直しも踏まえ、基本報
酬の見直しを行う。【告示改正】

概要

基本報酬（療養型介護療養施設サービス費）（多床室、看護6:1・介護4:1の場合） （単位／日）
＜現行＞ ＜改定後＞

単位数

５．（１）⑧ 介護療養型医療施設の基本報酬の見直し

療養機能
強化型Ａ

療養機能
強化型Ｂ その他

要介護１ 783 770 749
要介護２ 891 878 853
要介護３ 1,126 1,108 1,077
要介護４ 1,225 1,206 1,173
要介護５ 1,315 1,295 1,258

⇒

【介護療養型医療施設】

療養機能
強化型Ａ

療養機能
強化型Ｂ その他

要介護１ 717 705 686

要介護２ 815 803 781

要介護３ 1,026 1,010 982

要介護４ 1,117 1,099 1,070

要介護５ 1,198 1,180 1,146
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○ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）について、上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、廃止する。そ
の際、令和３年３月末時点で同加算を算定している介護サービス事業者については、１年の経過措置期間を設け
ることとする。【告示改正】

概要

５．（１）⑩ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）の廃止

＜キャリアパス要件＞
①職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体系を整備すること
②資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること
③経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けること
＜職場環境等要件＞
〇 賃金改善を除く、職場環境等の改善

※就業規則等の明確な書面での整備・全ての介護職員への周知を含む。

取
得
要
件

処
遇
改
善
加
算
の
区
分

取得率

加算（Ⅰ）
月額3.7万円相当

H29年度
＋１万円相当

加算（Ⅱ）
月額2.7万円相当

H27年度
＋1.2万円相当

加算（Ⅲ）
月額1.5万円相当 加算（Ⅳ）

加算（Ⅲ）×0.9 加算（Ⅴ）
加算（Ⅲ）×0.8

キャリアパス要件

いずれも
満たさない

①＋②＋③ ①＋② ① or ② ① or ②

＋ ＋ ＋ or

職場環境等要件

79.5％ 7.2％ 5.4％ 0.２％ 0.３％

【訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、訪問入浴介護★、通所介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、認知症対応型通所介護★、通所リハビリ
テーション★、短期入所生活介護★、短期入所療養介護★、小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能型居宅介護、特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活
介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】

廃止
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○ 介護保険施設における事故発生の防止と発生時の適切な対応を推進する観点から、基準の見直し等を行う。【省令
改正、告示改正、通知改正】

概要

○ 運営基準（省令）における、事故の発生又は再発を防止するために講じなければならない措置として、以下のとお
り追加

基準

６．① 介護保険施設におけるリスクマネジメントの強化

＜現行＞
イ 事故発生防止のための指針の整備
ロ 事故が発生した場合等における報告と、その分析を

通じた改善策を従業者に周知徹底する体制の整備
ハ 事故発生防止のための委員会及び従業者に対する研

修の定期的な実施

＜改定後＞
イ～ハ 変更なし

ニ イからハの措置を適切に実施するための担当者設置
（６ヶ月の経過措置期間を設ける）

⇒

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 安全管理体制未実施減算 ５単位／日 （新設）※６ヶ月の経過措置期間を設ける
なし ⇒ 安全対策体制加算 20単位（入所時に1回）（新設）

単位数

＜安全管理体制未実施減算＞
運営基準における事故の発生又は再発を防止するための措置が講じられていない場合

＜安全対策体制加算＞
外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備さ
れていること。

※ 将来的な事故報告の標準化による情報蓄積と有効活用等の検討に資するため、国で報告様式を作成し周知する。

算定要件等

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】

158
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○ 介護保険施設における食費の基準費用額について、令和２年度介護事業経営実態調査結果から算出した介護保
険施設の食費の平均的な費用の額との差の状況を踏まえ、利用者負担への影響も勘案しつつ、必要な対応を行う。
【告示改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞※令和３年８月施行
１，３９２円／日 ⇒ １，４４５円／日（＋５３円）

基準費用額（食費）（日額）

６．③ 基準費用額の見直し

負
担
軽
減
の
対
象
と
な
る
者

※ 平成28年８月以降は、非課税年金も含む。

利用者負担段階 主な対象者

第1段階
・生活保護受給者
・世帯（世帯を分離している配偶者を含む。以下同じ。）全員が市
町村民税非課税である老齢福祉年金受給者

かつ、預貯金
等が単身で
1,000万円
（夫婦で
2,000万円）
以下

第2段階
・世帯全員が市町村民税非課税であって、
年金収入金額（※）＋合計所得金額が80万円以下

第3段階 ・世帯全員が市町村民税非課税であって、第２段階該当者以外

第4段階
・世帯に課税者がいる者
・市町村民税本人課税者

負担限度額
（利用者負担）

補足給付 基
準
費
用
額

基準額
⇒食費・居住費の提供に必要な額
補足給付
⇒基準費用額から負担限度額を除いた額

基準費用額

（日額（月額））

負担限度額 （日額（月額））

第１段階 第２段階 第３段階

食費 1,392円 （4.2万円） 300円 （0.9万円） 390円 （1.2万円） 650円 （2.0万円）

《参考：現行の基準費用額（食費のみ）》

《参考：現行の仕組み》 ※ 利用者負担段階については、令和３年８月から見直し予定

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、短期入所生活
介護★、短期入所療養介護★】
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（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
の
一
部
改
正
）

第
三
条

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
一

号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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⑵ 介護職員処遇改善加算 イからノまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の29に相当する単位数 単位数の1000分の29に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからノまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の16に相当する単位数 単位数の1000分の16に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ク 介護職員等特定処遇改善加算 ノ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届 の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届

け出た介護老人保健施設が、入所者に対し、介護保健施設サ け出た介護老人保健施設が、入所者に対し、介護保健施設サ

ービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に ービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げる 掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。 その他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからノまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからウまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の21に相当する単位数 定した単位数の1000分の21に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからノまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからウまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の17に相当する単位数 定した単位数の1000分の17に相当する単位数

３ 介護療養施設サービス ３ 介護療養施設サービス

イ 療養病床を有する病院における介護療養施設サービス イ 療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

⑴ 療養型介護療養施設サービス費（１日につき） ⑴ 療養型介護療養施設サービス費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 療養型介護療養施設サービス費 ㈠ 療養型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 療養型介護療養施設サービス費 ａ 療養型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 593単位 ｉ 要介護１ 645単位

ⅱ 要介護２ 685単位 ⅱ 要介護２ 748単位

ⅲ 要介護３ 889単位 ⅲ 要介護３ 973単位

ⅳ 要介護４ 974単位 ⅳ 要介護４ 1,068単位

ｖ 要介護５ 1,052単位 ｖ 要介護５ 1,154単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 療養型介護療養施設サービス費 ｂ 療養型介護療養施設サービス費
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ｉ 要介護１ 618単位 ｉ 要介護１ 673単位

ⅱ 要介護２ 716単位 ⅱ 要介護２ 782単位

ⅲ 要介護３ 927単位 ⅲ 要介護３ 1,016単位

ⅳ 要介護４ 1,017単位 ⅳ 要介護４ 1,115単位

ｖ 要介護５ 1,099単位 ｖ 要介護５ 1,205単位

(ⅲ) (ⅲ)ｃ 療養型介護療養施設サービス費 ｃ 療養型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 609単位 ｉ 要介護１ 663単位

ⅱ 要介護２ 704単位 ⅱ 要介護２ 769単位

ⅲ 要介護３ 914単位 ⅲ 要介護３ 1,001単位

ⅳ 要介護４ 1,001単位 ⅳ 要介護４ 1,098単位

ｖ 要介護５ 1,082単位 ｖ 要介護５ 1,187単位

(ⅳ) (ⅳ)ｄ 療養型介護療養施設サービス費 ｄ 療養型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 686単位 ｉ 要介護１ 749単位

ⅱ 要介護２ 781単位 ⅱ 要介護２ 853単位

ⅲ 要介護３ 982単位 ⅲ 要介護３ 1,077単位

ⅳ 要介護４ 1,070単位 ⅳ 要介護４ 1,173単位

ｖ 要介護５ 1,146単位 ｖ 要介護５ 1,258単位

(ｖ) (ｖ)ｅ 療養型介護療養施設サービス費 ｅ 療養型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 717単位 ｉ 要介護１ 783単位

ⅱ 要介護２ 815単位 ⅱ 要介護２ 891単位

ⅲ 要介護３ 1,026単位 ⅲ 要介護３ 1,126単位

ⅳ 要介護４ 1,117単位 ⅳ 要介護４ 1,225単位

ｖ 要介護５ 1,198単位 ｖ 要介護５ 1,315単位

(ⅵ) (ⅵ)ｆ 療養型介護療養施設サービス費 ｆ 療養型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 705単位 ｉ 要介護１ 770単位

ⅱ 要介護２ 803単位 ⅱ 要介護２ 878単位

ⅲ 要介護３ 1,010単位 ⅲ 要介護３ 1,108単位

ⅳ 要介護４ 1,099単位 ⅳ 要介護４ 1,206単位

ｖ 要介護５ 1,180単位 ｖ 要介護５ 1,295単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 療養型介護療養施設サービス費 ㈡ 療養型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 療養型介護療養施設サービス費 ａ 療養型介護療養施設サービス費
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ｉ 要介護１ 542単位 ｉ 要介護１ 589単位

ⅱ 要介護２ 636単位 ⅱ 要介護２ 693単位

ⅲ 要介護３ 774単位 ⅲ 要介護３ 846単位

ⅳ 要介護４ 907単位 ⅳ 要介護４ 993単位

ｖ 要介護５ 943単位 ｖ 要介護５ 1,033単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 療養型介護療養施設サービス費 ｂ 療養型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 557単位 ｉ 要介護１ 605単位

ⅱ 要介護２ 652単位 ⅱ 要介護２ 711単位

ⅲ 要介護３ 793単位 ⅲ 要介護３ 867単位

ⅳ 要介護４ 929単位 ⅳ 要介護４ 1,018単位

ｖ 要介護５ 966単位 ｖ 要介護５ 1,059単位

(ⅲ) (ⅲ)ｃ 療養型介護療養施設サービス費 ｃ 療養型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 638単位 ｉ 要介護１ 695単位

ⅱ 要介護２ 731単位 ⅱ 要介護２ 799単位

ⅲ 要介護３ 869単位 ⅲ 要介護３ 951単位

ⅳ 要介護４ 1,001単位 ⅳ 要介護４ 1,098単位

ｖ 要介護５ 1,037単位 ｖ 要介護５ 1,138単位

(ⅳ) (ⅳ)ｄ 療養型介護療養施設サービス費 ｄ 療養型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 654単位 ｉ 要介護１ 713単位

ⅱ 要介護２ 749単位 ⅱ 要介護２ 819単位

ⅲ 要介護３ 891単位 ⅲ 要介護３ 975単位

ⅳ 要介護４ 1,026単位 ⅳ 要介護４ 1,126単位

ｖ 要介護５ 1,062単位 ｖ 要介護５ 1,166単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ 療養型介護療養施設サービス費 ㈢ 療養型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 療養型介護療養施設サービス費 ａ 療養型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 522単位 ｉ 要介護１ 567単位

ⅱ 要介護２ 619単位 ⅱ 要介護２ 674単位

ⅲ 要介護３ 748単位 ⅲ 要介護３ 818単位

ⅳ 要介護４ 884単位 ⅳ 要介護４ 968単位

ｖ 要介護５ 919単位 ｖ 要介護５ 1,007単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 療養型介護療養施設サービス費 ｂ 療養型介護療養施設サービス費
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ｉ 要介護１ 619単位 ｉ 要介護１ 674単位

ⅱ 要介護２ 714単位 ⅱ 要介護２ 780単位

ⅲ 要介護３ 845単位 ⅲ 要介護３ 924単位

ⅳ 要介護４ 980単位 ⅳ 要介護４ 1,074単位

ｖ 要介護５ 1,015単位 ｖ 要介護５ 1,113単位

⑵ 療養型経過型介護療養施設サービス費（１日につき） ⑵ 療養型経過型介護療養施設サービス費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 療養型経過型介護療養施設サービス費 ㈠ 療養型経過型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 療養型経過型介護療養施設サービス費 ａ 療養型経過型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 601単位 ｉ 要介護１ 654単位

ⅱ 要介護２ 694単位 ⅱ 要介護２ 758単位

ⅲ 要介護３ 825単位 ⅲ 要介護３ 902単位

ⅳ 要介護４ 903単位 ⅳ 要介護４ 989単位

ｖ 要介護５ 981単位 ｖ 要介護５ 1,076単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 療養型経過型介護療養施設サービス費 ｂ 療養型経過型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 695単位 ｉ 要介護１ 759単位

ⅱ 要介護２ 792単位 ⅱ 要介護２ 865単位

ⅲ 要介護３ 920単位 ⅲ 要介護３ 1,008単位

ⅳ 要介護４ 999単位 ⅳ 要介護４ 1,095単位

ｖ 要介護５ 1,078単位 ｖ 要介護５ 1,182単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 療養型経過型介護療養施設サービス費 ㈡ 療養型経過型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 療養型経過型介護療養施設サービス費 ａ 療養型経過型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 601単位 ｉ 要介護１ 654単位

ⅱ 要介護２ 694単位 ⅱ 要介護２ 758単位

ⅲ 要介護３ 789単位 ⅲ 要介護３ 862単位

ⅳ 要介護４ 868単位 ⅳ 要介護４ 950単位

ｖ 要介護５ 945単位 ｖ 要介護５ 1,036単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 療養型経過型介護療養施設サービス費 ｂ 療養型経過型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 695単位 ｉ 要介護１ 759単位

ⅱ 要介護２ 792単位 ⅱ 要介護２ 865単位

ⅲ 要介護３ 884単位 ⅲ 要介護３ 968単位

ⅳ 要介護４ 962単位 ⅳ 要介護４ 1,054単位
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ｖ 要介護５ 1,042単位 ｖ 要介護５ 1,143単位

⑶ ユニット型療養型介護療養施設サービス費（１日につき） ⑶ ユニット型療養型介護療養施設サービス費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ ユニット型療養型介護療養施設サービス費 ㈠ ユニット型療養型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 706単位 ａ 要介護１ 771単位

ｂ 要介護２ 801単位 ｂ 要介護２ 875単位

ｃ 要介護３ 1,002単位 ｃ 要介護３ 1,099単位

ｄ 要介護４ 1,090単位 ｄ 要介護４ 1,195単位

ｅ 要介護５ 1,166単位 ｅ 要介護５ 1,280単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ ユニット型療養型介護療養施設サービス費 ㈡ ユニット型療養型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 732単位 ａ 要介護１ 800単位

ｂ 要介護２ 830単位 ｂ 要介護２ 908単位

ｃ 要介護３ 1,042単位 ｃ 要介護３ 1,143単位

ｄ 要介護４ 1,132単位 ｄ 要介護４ 1,242単位

ｅ 要介護５ 1,213単位 ｅ 要介護５ 1,332単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ ユニット型療養型介護療養施設サービス費 ㈢ ユニット型療養型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 723単位 ａ 要介護１ 790単位

ｂ 要介護２ 819単位 ｂ 要介護２ 896単位

ｃ 要介護３ 1,028単位 ｃ 要介護３ 1,128単位

ｄ 要介護４ 1,117単位 ｄ 要介護４ 1,225単位

ｅ 要介護５ 1,197単位 ｅ 要介護５ 1,314単位

(Ⅰ) (Ⅳ)㈣ 経過的ユニット型療養型介護療養施設サービス費 ㈣ ユニット型療養型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 706単位 ａ 要介護１ 771単位

ｂ 要介護２ 801単位 ｂ 要介護２ 875単位

ｃ 要介護３ 1,002単位 ｃ 要介護３ 1,099単位

ｄ 要介護４ 1,090単位 ｄ 要介護４ 1,195単位

ｅ 要介護５ 1,166単位 ｅ 要介護５ 1,280単位

(Ⅱ) (Ｖ)㈤ 経過的ユニット型療養型介護療養施設サービス費 ㈤ ユニット型療養型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 732単位 ａ 要介護１ 800単位

ｂ 要介護２ 830単位 ｂ 要介護２ 908単位

ｃ 要介護３ 1,042単位 ｃ 要介護３ 1,143単位

ｄ 要介護４ 1,132単位 ｄ 要介護４ 1,242単位

-35-



- 119 -

ｅ 要介護５ 1,213単位 ｅ 要介護５ 1,332単位

(Ⅲ) (Ⅵ)㈥ 経過的ユニット型療養型介護療養施設サービス費 ㈥ ユニット型療養型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 723単位 ａ 要介護１ 790単位

ｂ 要介護２ 819単位 ｂ 要介護２ 896単位

ｃ 要介護３ 1,028単位 ｃ 要介護３ 1,128単位

ｄ 要介護４ 1,117単位 ｄ 要介護４ 1,225単位

ｅ 要介護５ 1,197単位 ｅ 要介護５ 1,314単位

⑷ ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費（１日に ⑷ ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費（１日に

つき） つき）

(Ⅰ)㈠ ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費 ㈠ ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 706単位 ａ 要介護１ 771単位

ｂ 要介護２ 801単位 ｂ 要介護２ 875単位

ｃ 要介護３ 924単位 ｃ 要介護３ 1,012単位

ｄ 要介護４ 1,000単位 ｄ 要介護４ 1,097単位

ｅ 要介護５ 1,079単位 ｅ 要介護５ 1,183単位

(Ⅱ)㈡ 経過的ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費 ㈡ ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 706単位 ａ 要介護１ 771単位

ｂ 要介護２ 801単位 ｂ 要介護２ 875単位

ｃ 要介護３ 924単位 ｃ 要介護３ 1,012単位

ｄ 要介護４ 1,000単位 ｄ 要介護４ 1,097単位

ｅ 要介護５ 1,079単位 ｅ 要介護５ 1,183単位

注１ （略） 注１ （略）

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合は ２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合は

、100分の95に相当する単位を算定する。なお、当該施設 、100分の95に相当する単位を算定する。なお、当該施設

基準を満たさないものとして100分の95に相当する単位数 基準を満たさないものとして100分の95に相当する単位数

を算定した指定介護療養型医療施設については、⑹から⑽ を算定した指定介護療養型医療施設については、⑹、⑻か

まで、⑿、⒀、⒃及び⒄は算定しない。 ら⑿まで、⒁、⒂及び⒅は算定しない。

３～６ （略） ３～６ （略）

７ 令和６年４月１日までの介護医療院等への移行等に関す （新設）

る計画を、４月から９月まで及び10月から翌年３月までの

半期ごとに都道府県知事に届け出ていない場合は、移行計
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画未提出減算として、当該半期経過後６月の期間、１日に

つき所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位

数から減算する。

８ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、安 （新設）

全管理体制未実施減算として、１日につき５単位を所定単

位数から減算する。

９ 栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を満 （新設）

たさない場合は、１日につき14単位を所定単位数から減算

する。

10 （略） ７ （略）

11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ８ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設におい て都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設におい

て、若年性認知症患者（介護保険法施行令第２条第６号に て、若年性認知症患者（介護保険法施行令第２条第６号に

規定する初老期における認知症によって要介護者となった 規定する初老期における認知症によって要介護者となった

入院患者をいう。以下同じ。）に対して指定介護療養施設 入院患者をいう。以下同じ。）に対して指定介護療養施設

サービスを行った場合は、若年性認知症患者受入加算とし サービスを行った場合は、若年性認知症患者受入加算とし

て、１日につき120単位を所定単位数に加算する。ただし て、１日につき120単位を所定単位数に加算する。ただし

、⒂を算定している場合は、算定しない。 、⒄を算定している場合は、算定しない。

12 （略） ９ （略）

13 ⑵及び⑷について、入院患者であって、退院が見込まれ 10 ⑵及び⑷について、入院患者であって、退院が見込まれ

る者をその居宅において試行的に退院させ、指定介護療養 る者をその居宅において試行的に退院させ、指定介護療養

型医療施設が居宅サービスを提供する場合に１月に６日を 型医療施設が居宅サービスを提供する場合に１月に６日を

限度として所定単位数に代えて１日につき800単位を算定 限度として所定単位数に代えて１日につき800単位を算定

する。ただし、試行的退院に係る初日及び最終日は算定せ する。ただし、試行的退院に係る初日及び最終日は算定せ

ず、注12に掲げる単位を算定する場合は算定しない。 ず、注８に掲げる単位を算定する場合は算定しない。

14～16 （略） 11～13 （略）

⑸・⑹ （略） ⑸・⑹ （略）

（削る） ⑺ 栄養マネジメント加算 14単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都

道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設における管

理栄養士が、継続的に入院患者ごとの栄養管理をした場合
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、栄養マネジメント加算として、１日につき所定単位数を

加算する。

⑺ 低栄養リスク改善加算 300単位 ⑻ 低栄養リスク改善加算 300単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療

養型医療施設において、低栄養状態にある入院患者又は 養型医療施設において、低栄養状態にある入院患者又は

低栄養状態のおそれのある入院患者に対して、医師、歯 低栄養状態のおそれのある入院患者に対して、医師、歯

科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の 科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の

職種の者が共同して、入院患者の栄養管理をするための 職種の者が共同して、入院患者の栄養管理をするための

会議を行い、入院患者ごとに低栄養状態の改善等を行う 会議を行い、入院患者ごとに低栄養状態の改善等を行う

ための栄養管理方法等を示した計画を作成した場合であ ための栄養管理方法等を示した計画を作成した場合であ

って、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示を受け って、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示を受け

た管理栄養士又は栄養士（歯科医師が指示を行う場合に た管理栄養士又は栄養士（歯科医師が指示を行う場合に

あっては、当該指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、 あっては、当該指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、

医師の指導を受けている場合に限る。）が、栄養管理を 医師の指導を受けている場合に限る。）が、栄養管理を

行った場合に、当該計画が作成された日の属する月から 行った場合に、当該計画が作成された日の属する月から

６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を加算す ６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を加算す

る。ただし、⑴から⑷までの注９、経口移行加算又は経 る。ただし、栄養マネジメント加算を算定していない場

口維持加算を算定している場合は、算定しない。 合又は経口移行加算若しくは経口維持加算を算定してい

る場合は、算定しない。

２ （略） ２ （略）

⑻ 経口移行加算 28単位 ⑼ 経口移行加算 28単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療

養型医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯 養型医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯

科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の 科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の

職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい 職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい

る入院患者ごとに経口による食事の摂取を進めるための る入院患者ごとに経口による食事の摂取を進めるための

経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に 経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に

従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による 従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による

栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行わ 栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行わ

れた場合は、当該計画が作成された日から起算して180 れた場合は、当該計画が作成された日から起算して180

日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する 日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する
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。ただし、⑴から⑷までの注９を算定している場合は算 。ただし、栄養マネジメント加算を算定していない場合

定しない。 は算定しない。

２ （略） ２ （略）

⑼ 経口維持加算 ⑽ 経口維持加算

㈠ 経口維持加算 400単位 ㈠ 経口維持加算 400単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ 経口維持加算 100単位 ㈡ 経口維持加算 100単位(Ⅱ) (Ⅱ)

注１ ㈠については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合 注１ ㈠については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合

する指定介護療養型医療施設において、現に経口により する指定介護療養型医療施設において、現に経口により

食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥 食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥
えん えん

が認められる入院患者に対して、医師又は歯科医師の指 が認められる入院患者に対して、医師又は歯科医師の指

示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介 示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介

護支援専門員その他の職種の者が共同して、入院患者の 護支援専門員その他の職種の者が共同して、入院患者の

栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入 栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入

院患者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進める 院患者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進める

ための経口維持計画を作成している場合であって、当該 ための経口維持計画を作成している場合であって、当該

計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示 計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示

を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等 を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等

が医師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理 が医師の指導を受けている場合に限る。注３において同

栄養士又は栄養士が、栄養管理を行った場合に、１月に じ。）を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄養管理を行

つき所定単位数を加算する。ただし、⑴から⑷までの注 った場合に、当該計画が作成された日の属する月から起

９又は経口移行加算を算定している場合は算定しない。 算して６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を

加算する。ただし、経口移行加算を算定している場合又

は栄養マネジメント加算を算定していない場合は算定し

ない。

２ （略） ２ （略）

（削る） ３ 経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維

持計画が作成された日の属する月から起算して６月を超

えた場合であっても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認め
えん

られる入院患者であって、医師又は歯科医師の指示に基

づき、継続して誤嚥防止のための食事の摂取を進めるた
えん

めの特別な管理が必要とされるものに対しては、引き続
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き当該加算を算定できるものとする。

（削る） ⑾ 口腔衛生管理体制加算 30単位
くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養

型医療施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受け

た歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的
くう

助言及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき

所定単位数を加算する。

⑽ 口腔衛生管理加算 90単位 ⑿ 口腔衛生管理加算 90単位
くう くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養

型医療施設において、次に掲げるいずれの基準にも該当す 型医療施設において、次に掲げるいずれの基準にも該当す

る場合に、１月につき所定単位数を加算する。 る場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、こ

の場合において、口腔衛生管理体制加算を算定していない
くう

場合は、算定しない。

イ～ハ （略） イ～ハ （略）

⑾～⒃ （略） ⒀～⒅ （略）

⒄ 安全対策体制加算 20単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が

、入院患者に対し、指定介護療養施設サービスを行った場

合、安全対策体制加算として、入院初日に限り所定単位数

を加算する。

⒅ サービス提供体制強化加算 ⒆ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が、入 て都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が、入

院患者に対し指定介護療養施設サービスを行った場合は、 院患者に対し指定介護療養施設サービスを行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定 当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 算定しない。

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)
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㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

⒆ 介護職員処遇改善加算 ⒇ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に

届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、指 届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、指

定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げ 定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単 る区分に従い、平成33年３月31日までの間（㈣及び㈤につ

位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ いては、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に

かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその 掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

他の加算は算定しない。 るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。

㈠ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒅までにより算定し ㈠ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒆までにより算定し(Ⅰ) (Ⅰ)

た単位数の1000分の26に相当する単位数 た単位数の1000分の26に相当する単位数

㈡ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒅までにより算定し ㈡ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒆までにより算定し(Ⅱ) (Ⅱ)

た単位数の1000分の19に相当する単位数 た単位数の1000分の19に相当する単位数

㈢ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒅までにより算定し ㈢ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒆までにより算定し(Ⅲ) (Ⅲ)

た単位数の1000分の10に相当する単位数 た単位数の1000分の10に相当する単位数

（削る） ㈣ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅳ)

100分の90に相当する単位数

（削る） ㈤ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅴ)

100分の80に相当する単位数

⒇ 介護職員等特定処遇改善加算 介護職員等特定処遇改善加算(21)

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事 等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事

に届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、 に届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、

指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲 指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場 る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒅までにより ㈠ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒆までにより(Ⅰ) (Ⅰ)
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算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 算定した単位数の1000分の15に相当する単位数

㈡ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒅までにより ㈡ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒆までにより(Ⅱ) (Ⅱ)

算定した単位数の1000分の11に相当する単位数 算定した単位数の1000分の11に相当する単位数

ロ 療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス ロ 療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス

⑴ 診療所型介護療養施設サービス費（１日につき） ⑴ 診療所型介護療養施設サービス費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 診療所型介護療養施設サービス費 ㈠ 診療所型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 診療所型介護療養施設サービス費 ａ 診療所型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 576単位 ｉ 要介護１ 627単位

ⅱ 要介護２ 620単位 ⅱ 要介護２ 676単位

ⅲ 要介護３ 664単位 ⅲ 要介護３ 724単位

ⅳ 要介護４ 707単位 ⅳ 要介護４ 772単位

ｖ 要介護５ 752単位 ｖ 要介護５ 822単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 診療所型介護療養施設サービス費 ｂ 診療所型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 601単位 ｉ 要介護１ 654単位

ⅱ 要介護２ 647単位 ⅱ 要介護２ 706単位

ⅲ 要介護３ 692単位 ⅲ 要介護３ 756単位

ⅳ 要介護４ 738単位 ⅳ 要介護４ 807単位

ｖ 要介護５ 785単位 ｖ 要介護５ 858単位

(ⅲ) (ⅲ)ｃ 診療所型介護療養施設サービス費 ｃ 診療所型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 593単位 ｉ 要介護１ 645単位

ⅱ 要介護２ 638単位 ⅱ 要介護２ 695単位

ⅲ 要介護３ 683単位 ⅲ 要介護３ 745単位

ⅳ 要介護４ 728単位 ⅳ 要介護４ 795単位

ｖ 要介護５ 774単位 ｖ 要介護５ 845単位

(ⅳ) (ⅳ)ｄ 診療所型介護療養施設サービス費 ｄ 診療所型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 670単位 ｉ 要介護１ 731単位

ⅱ 要介護２ 714単位 ⅱ 要介護２ 780単位

ⅲ 要介護３ 759単位 ⅲ 要介護３ 830単位

ⅳ 要介護４ 802単位 ⅳ 要介護４ 877単位

ｖ 要介護５ 846単位 ｖ 要介護５ 926単位

(ｖ) (ｖ)ｅ 診療所型介護療養施設サービス費 ｅ 診療所型介護療養施設サービス費
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ｉ 要介護１ 699単位 ｉ 要介護１ 763単位

ⅱ 要介護２ 746単位 ⅱ 要介護２ 815単位

ⅲ 要介護３ 792単位 ⅲ 要介護３ 866単位

ⅳ 要介護４ 837単位 ⅳ 要介護４ 916単位

ｖ 要介護５ 884単位 ｖ 要介護５ 968単位

(ⅵ) (ⅵ)ｆ 診療所型介護療養施設サービス費 ｆ 診療所型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 689単位 ｉ 要介護１ 752単位

ⅱ 要介護２ 735単位 ⅱ 要介護２ 803単位

ⅲ 要介護３ 781単位 ⅲ 要介護３ 853単位

ⅳ 要介護４ 825単位 ⅳ 要介護４ 902単位

ｖ 要介護５ 872単位 ｖ 要介護５ 954単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 診療所型介護療養施設サービス費 ㈡ 診療所型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 診療所型介護療養施設サービス費 ａ 診療所型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 506単位 ｉ 要介護１ 549単位

ⅱ 要介護２ 546単位 ⅱ 要介護２ 593単位

ⅲ 要介護３ 585単位 ⅲ 要介護３ 637単位

ⅳ 要介護４ 626単位 ⅳ 要介護４ 682単位

ｖ 要介護５ 665単位 ｖ 要介護５ 725単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 診療所型介護療養施設サービス費 ｂ 診療所型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 602単位 ｉ 要介護１ 656単位

ⅱ 要介護２ 641単位 ⅱ 要介護２ 699単位

ⅲ 要介護３ 681単位 ⅲ 要介護３ 743単位

ⅳ 要介護４ 720単位 ⅳ 要介護４ 787単位

ｖ 要介護５ 760単位 ｖ 要介護５ 831単位

⑵ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（１日につき ⑵ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（１日につき

） ）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 ㈠ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 689単位 ａ 要介護１ 752単位

ｂ 要介護２ 734単位 ｂ 要介護２ 802単位

ｃ 要介護３ 778単位 ｃ 要介護３ 850単位

ｄ 要介護４ 821単位 ｄ 要介護４ 898単位
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ｅ 要介護５ 865単位 ｅ 要介護５ 947単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 ㈡ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 714単位 ａ 要介護１ 780単位

ｂ 要介護２ 761単位 ｂ 要介護２ 832単位

ｃ 要介護３ 807単位 ｃ 要介護３ 882単位

ｄ 要介護４ 852単位 ｄ 要介護４ 932単位

ｅ 要介護５ 899単位 ｅ 要介護５ 984単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 ㈢ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 705単位 ａ 要介護１ 770単位

ｂ 要介護２ 751単位 ｂ 要介護２ 821単位

ｃ 要介護３ 797単位 ｃ 要介護３ 871単位

ｄ 要介護４ 841単位 ｄ 要介護４ 920単位

ｅ 要介護５ 887単位 ｅ 要介護５ 971単位

(Ⅰ) (Ⅳ)㈣ 経過的ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 ㈣ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 689単位 ａ 要介護１ 752単位

ｂ 要介護２ 734単位 ｂ 要介護２ 802単位

ｃ 要介護３ 778単位 ｃ 要介護３ 850単位

ｄ 要介護４ 821単位 ｄ 要介護４ 898単位

ｅ 要介護５ 865単位 ｅ 要介護５ 947単位

(Ⅱ) (Ｖ)㈤ 経過的ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 ㈤ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 714単位 ａ 要介護１ 780単位

ｂ 要介護２ 761単位 ｂ 要介護２ 832単位

ｃ 要介護３ 807単位 ｃ 要介護３ 882単位

ｄ 要介護４ 852単位 ｄ 要介護４ 932単位

ｅ 要介護５ 899単位 ｅ 要介護５ 984単位

(Ⅲ) (Ⅵ)㈥ 経過的ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 ㈥ ユニット型診療所型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 705単位 ａ 要介護１ 770単位

ｂ 要介護２ 751単位 ｂ 要介護２ 821単位

ｃ 要介護３ 797単位 ｃ 要介護３ 871単位

ｄ 要介護４ 841単位 ｄ 要介護４ 920単位

ｅ 要介護５ 887単位 ｅ 要介護５ 971単位
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注１ （略） 注１ （略）

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合 ２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合

は、100分の95に相当する単位を算定する。なお、当該 は、100分の95に相当する単位を算定する。なお、当該

施設基準を満たさないものとして100分の95に相当する 施設基準を満たさないものとして100分の95に相当する

単位数を算定した指定介護療養型医療施設については、 単位数を算定した指定介護療養型医療施設については、

⑷から⑻まで、⑽、⑾、⒁及び⒂は算定しない。 ⑷、⑹から⑽まで、⑿、⒀及び⒃は算定しない。

３～５ （略） ３～５ （略）

６ 令和６年４月１日までの介護医療院等への移行等に関 （新設）

する計画を、４月から９月まで及び10月から翌年３月ま

での半期ごとに都道府県知事に届け出ていない場合は、

移行計画未提出減算として、当該半期経過後６月の期間

、１日につき所定単位数の100分の10に相当する単位数

を所定単位数から減算する。

７ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、 （新設）

安全管理体制未実施減算として、１日につき５単位を所

定単位数から減算する。

８ 栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を （新設）

満たさない場合は、１日につき14単位を所定単位数から

減算する。

９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと ６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと

して都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設に して都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設に

おいて、若年性認知症患者に対して指定介護療養施設サ おいて、若年性認知症患者に対して指定介護療養施設サ

ービスを行った場合は、若年性認知症患者受入加算とし ービスを行った場合は、若年性認知症患者受入加算とし

て、１日につき120単位を所定単位数に加算する。ただ て、１日につき120単位を所定単位数に加算する。ただ

し、⒀を算定している場合は、算定しない。 し、⒂を算定している場合は、算定しない。

10～13 （略） ７～10 （略）

⑶・⑷ （略） ⑶・⑷ （略）

（削る） ⑸ 栄養マネジメント加算 14単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都

道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設における管

理栄養士が、継続的に入院患者ごとの栄養管理をした場合
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、栄養マネジメント加算として、１日につき所定単位数を

加算する。

⑸ 低栄養リスク改善加算 300単位 ⑹ 低栄養リスク改善加算 300単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療

養型医療施設において、低栄養状態にある入院患者又は 養型医療施設において、低栄養状態にある入院患者又は

低栄養状態のおそれのある入院患者に対して、医師、歯 低栄養状態のおそれのある入院患者に対して、医師、歯

科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の 科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の

職種の者が共同して、入院患者の栄養管理をするための 職種の者が共同して、入院患者の栄養管理をするための

会議を行い、入院患者ごとに低栄養状態の改善等を行う 会議を行い、入院患者ごとに低栄養状態の改善等を行う

ための栄養管理方法等を示した計画を作成した場合であ ための栄養管理方法等を示した計画を作成した場合であ

って、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示を受け って、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示を受け

た管理栄養士又は栄養士（歯科医師が指示を行う場合に た管理栄養士又は栄養士（歯科医師が指示を行う場合に

あっては、当該指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、 あっては、当該指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、

医師の指導を受けている場合に限る。）が、栄養管理を 医師の指導を受けている場合に限る。）が、栄養管理を

行った場合に、当該計画が作成された日の属する月から 行った場合に、当該計画が作成された日の属する月から

６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を加算す ６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を加算す

る。ただし、⑴及び⑵の注８、経口移行加算又は経口維 る。ただし、栄養マネジメント加算を算定していない場

持加算を算定している場合は、算定しない。 合又は経口移行加算若しくは経口維持加算を算定してい

る場合は、算定しない。

２ （略） ２ （略）

⑹ 経口移行加算 28単位 ⑺ 経口移行加算 28単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療

養型医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯 養型医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯

科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の 科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の

職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい 職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい

る入院患者ごとに経口による食事の摂取を進めるための る入院患者ごとに経口による食事の摂取を進めるための

経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に 経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に

従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による 従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による

栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行わ 栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行わ

れた場合は、当該計画が作成された日から起算して180 れた場合は、当該計画が作成された日から起算して180

日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する 日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する
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。ただし、⑴及び⑵の注８を算定している場合は、算定 。ただし、栄養マネジメント加算を算定していない場合

しない。 は算定しない。

２ （略） ２ （略）

⑺ 経口維持加算 ⑻ 経口維持加算

㈠ 経口維持加算 400単位 ㈠ 経口維持加算 400単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ 経口維持加算 100単位 ㈡ 経口維持加算 100単位(Ⅱ) (Ⅱ)

注１ ㈠については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合 注１ ㈠については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合

する指定介護療養型医療施設において、現に経口により する指定介護療養型医療施設において、現に経口により

食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥 食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥
えん えん

が認められる入院患者に対して、医師又は歯科医師の指 が認められる入院患者に対して、医師又は歯科医師の指

示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介 示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介

護支援専門員その他の職種の者が共同して、入院患者の 護支援専門員その他の職種の者が共同して、入院患者の

栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入 栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入

院患者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進める 院患者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進める

ための経口維持計画を作成している場合であって、当該 ための経口維持計画を作成している場合であって、当該

計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示 計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示

を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等 を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等

が医師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理 が医師の指導を受けている場合に限る。注３において同

栄養士又は栄養士が、栄養管理を行った場合に、１月に じ。）を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄養管理を行

つき所定単位数を加算する。ただし、⑴及び⑵の注８又 った場合に、当該計画が作成された日の属する月から起

は経口移行加算を算定している場合は算定しない。 算して６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を

加算する。ただし、経口移行加算を算定している場合又

は栄養マネジメント加算を算定していない場合は算定し

ない。

２ （略） ２ （略）

（削る） ３ 経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維

持計画が作成された日の属する月から起算して６月を超

えた場合であっても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認め
えん

られる入院患者であって、医師又は歯科医師の指示に基

づき、継続して誤嚥防止のための食事の摂取を進めるた
えん

めの特別な管理が必要とされるものに対しては、引き続
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き当該加算を算定できるものとする。

（削る） ⑼ 口腔衛生管理体制加算 30単位
くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養

型医療施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受け

た歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的
くう

助言及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき

所定単位数を加算する。

⑻ 口腔衛生管理加算 90単位 ⑽ 口腔衛生管理加算 90単位
くう くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養

型医療施設において、次に掲げるいずれの基準にも該当す 型医療施設において、次に掲げるいずれの基準にも該当す

る場合に、１月につき所定単位数を加算する。 る場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、こ

の場合において、口腔衛生管理体制加算を算定していない
くう

場合は、算定しない。

イ～ハ （略） イ～ハ （略）

⑼～⒁ （略） ⑾～⒃ （略）

⒂ 安全対策体制加算 20単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が

、入院患者に対し、指定介護療養施設サービスを行った場

合、安全対策体制加算として、入院初日に限り所定単位数

を加算する。

⒃ サービス提供体制強化加算 ⒄ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が、入 て都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が、入

院患者に対し指定介護療養施設サービスを行った場合は、 院患者に対し指定介護療養施設サービスを行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定 当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 算定しない。

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)
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㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

⒄ 介護職員処遇改善加算 ⒅ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に

届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、指 届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、指

定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げ 定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単 る区分に従い、平成33年３月31日までの間（㈣及び㈤につ

位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ いては、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に

かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその 掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

他の加算は算定しない。 るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。

㈠ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒃までにより算定し ㈠ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒄までにより算定し(Ⅰ) (Ⅰ)

た単位数の1000分の26に相当する単位数 た単位数の1000分の26に相当する単位数

㈡ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒃までにより算定し ㈡ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒄までにより算定し(Ⅱ) (Ⅱ)

た単位数の1000分の19に相当する単位数 た単位数の1000分の19に相当する単位数

㈢ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒃までにより算定し ㈢ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒄までにより算定し(Ⅲ) (Ⅲ)

た単位数の1000分の10に相当する単位数 た単位数の1000分の10に相当する単位数

（削る） ㈣ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅳ)

100分の90に相当する単位数

（削る） ㈤ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅴ)

100分の80に相当する単位数

⒅ 介護職員等特定処遇改善加算 ⒆ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事 等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事

に届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、 に届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、

指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲 指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場 る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒃までにより ㈠ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒄までにより(Ⅰ) (Ⅰ)
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算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 算定した単位数の1000分の15に相当する単位数

㈡ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒃までにより ㈡ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒄までにより(Ⅱ) (Ⅱ)

算定した単位数の1000分の11に相当する単位数 算定した単位数の1000分の11に相当する単位数

ハ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施 ハ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施

設サービス 設サービス

⑴ 認知症疾患型介護療養施設サービス費（１日につき） ⑴ 認知症疾患型介護療養施設サービス費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ㈠ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 986単位 ｉ 要介護１ 973単位

ⅱ 要介護２ 1,050単位 ⅱ 要介護２ 1,037単位

ⅲ 要介護３ 1,114単位 ⅲ 要介護３ 1,101単位

ⅳ 要介護４ 1,179単位 ⅳ 要介護４ 1,166単位

ｖ 要介護５ 1,244単位 ｖ 要介護５ 1,230単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 1,091単位 ｉ 要介護１ 1,078単位

ⅱ 要介護２ 1,157単位 ⅱ 要介護２ 1,144単位

ⅲ 要介護３ 1,221単位 ⅲ 要介護３ 1,207単位

ⅳ 要介護４ 1,286単位 ⅳ 要介護４ 1,272単位

ｖ 要介護５ 1,350単位 ｖ 要介護５ 1,336単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ㈡ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 930単位 ｉ 要介護１ 917単位

ⅱ 要介護２ 998単位 ⅱ 要介護２ 985単位

ⅲ 要介護３ 1,066単位 ⅲ 要介護３ 1,053単位

ⅳ 要介護４ 1,133単位 ⅳ 要介護４ 1,120単位

ｖ 要介護５ 1,201単位 ｖ 要介護５ 1,187単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 1,037単位 ｉ 要介護１ 1,024単位

ⅱ 要介護２ 1,104単位 ⅱ 要介護２ 1,091単位

ⅲ 要介護３ 1,171単位 ⅲ 要介護３ 1,158単位

ⅳ 要介護４ 1,241単位 ⅳ 要介護４ 1,227単位
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ｖ 要介護５ 1,307単位 ｖ 要介護５ 1,293単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ㈢ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 902単位 ｉ 要介護１ 889単位

ⅱ 要介護２ 969単位 ⅱ 要介護２ 956単位

ⅲ 要介護３ 1,034単位 ⅲ 要介護３ 1,021単位

ⅳ 要介護４ 1,099単位 ⅳ 要介護４ 1,086単位

ｖ 要介護５ 1,165単位 ｖ 要介護５ 1,152単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 1,009単位 ｉ 要介護１ 996単位

ⅱ 要介護２ 1,074単位 ⅱ 要介護２ 1,061単位

ⅲ 要介護３ 1,141単位 ⅲ 要介護３ 1,128単位

ⅳ 要介護４ 1,207単位 ⅳ 要介護４ 1,193単位

ｖ 要介護５ 1,271単位 ｖ 要介護５ 1,257単位

(Ⅳ) (Ⅳ)㈣ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ㈣ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 887単位 ｉ 要介護１ 874単位

ⅱ 要介護２ 951単位 ⅱ 要介護２ 938単位

ⅲ 要介護３ 1,016単位 ⅲ 要介護３ 1,003単位

ⅳ 要介護４ 1,080単位 ⅳ 要介護４ 1,067単位

ｖ 要介護５ 1,145単位 ｖ 要介護５ 1,132単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 993単位 ｉ 要介護１ 980単位

ⅱ 要介護２ 1,058単位 ⅱ 要介護２ 1,045単位

ⅲ 要介護３ 1,121単位 ⅲ 要介護３ 1,108単位

ⅳ 要介護４ 1,188単位 ⅳ 要介護４ 1,174単位

ｖ 要介護５ 1,251単位 ｖ 要介護５ 1,237単位

(Ｖ) (Ｖ)㈤ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ㈤ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

(ｉ) (ｉ)ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ａ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 827単位 ｉ 要介護１ 815単位

ⅱ 要介護２ 892単位 ⅱ 要介護２ 879単位
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ⅲ 要介護３ 956単位 ⅲ 要介護３ 943単位

ⅳ 要介護４ 1,021単位 ⅳ 要介護４ 1,008単位

ｖ 要介護５ 1,085単位 ｖ 要介護５ 1,072単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費 ｂ 認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 934単位 ｉ 要介護１ 921単位

ⅱ 要介護２ 998単位 ⅱ 要介護２ 985単位

ⅲ 要介護３ 1,063単位 ⅲ 要介護３ 1,050単位

ⅳ 要介護４ 1,127単位 ⅳ 要介護４ 1,114単位

ｖ 要介護５ 1,192単位 ｖ 要介護５ 1,178単位

⑵ 認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費（１日につき ⑵ 認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費（１日につき

） ）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費 ㈠ 認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 733単位 ａ 要介護１ 721単位

ｂ 要介護２ 797単位 ｂ 要介護２ 785単位

ｃ 要介護３ 863単位 ｃ 要介護３ 850単位

ｄ 要介護４ 927単位 ｄ 要介護４ 914単位

ｅ 要介護５ 992単位 ｅ 要介護５ 979単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費 ㈡ 認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費

ａ 要介護１ 840単位 ａ 要介護１ 828単位

ｂ 要介護２ 904単位 ｂ 要介護２ 891単位

ｃ 要介護３ 969単位 ｃ 要介護３ 956単位

ｄ 要介護４ 1,034単位 ｄ 要介護４ 1,021単位

ｅ 要介護５ 1,097単位 ｅ 要介護５ 1,084単位

⑶ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（１日に ⑶ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（１日に

つき） つき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費 ㈠ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費

(ｉ)ａ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費 ａ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 1,112単位 ｉ 要介護１ 1,099単位

ⅱ 要介護２ 1,177単位 ⅱ 要介護２ 1,164単位

ⅲ 要介護３ 1,242単位 ⅲ 要介護３ 1,228単位

ⅳ 要介護４ 1,306単位 ⅳ 要介護４ 1,292単位
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ｖ 要介護５ 1,371単位 ｖ 要介護５ 1,357単位

(ⅱ)ｂ 経過的ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス ｂ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費

費

ｉ 要介護１ 1,112単位 ｉ 要介護１ 1,099単位

ⅱ 要介護２ 1,177単位 ⅱ 要介護２ 1,164単位

ⅲ 要介護３ 1,242単位 ⅲ 要介護３ 1,228単位

ⅳ 要介護４ 1,306単位 ⅳ 要介護４ 1,292単位

ｖ 要介護５ 1,371単位 ｖ 要介護５ 1,357単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費 ㈡ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費

(ｉ)ａ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費 ａ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費

ｉ 要介護１ 1,057単位 ｉ 要介護１ 1,044単位

ⅱ 要介護２ 1,124単位 ⅱ 要介護２ 1,111単位

ⅲ 要介護３ 1,194単位 ⅲ 要介護３ 1,180単位

ⅳ 要介護４ 1,261単位 ⅳ 要介護４ 1,247単位

ｖ 要介護５ 1,328単位 ｖ 要介護５ 1,314単位

(ⅱ)ｂ 経過的ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス ｂ ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費

費

ｉ 要介護１ 1,057単位 ｉ 要介護１ 1,044単位

ⅱ 要介護２ 1,124単位 ⅱ 要介護２ 1,111単位

ⅲ 要介護３ 1,194単位 ⅲ 要介護３ 1,180単位

ⅳ 要介護４ 1,261単位 ⅳ 要介護４ 1,247単位

ｖ 要介護５ 1,328単位 ｖ 要介護５ 1,314単位

注１ （略） 注１ （略）

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合 ２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合

は、所定単位数の100分の95に相当する単位数を算定す は、所定単位数の100分の95に相当する単位数を算定す

る。なお、当該施設基準を満たさないものとして100分 る。なお、当該施設基準を満たさないものとして100分

の95に相当する単位数を算定した指定介護療養型医療施 の95に相当する単位数を算定した指定介護療養型医療施

設については、⑸から⑼まで及び⑾から⒁までは算定し 設については、⑸、⑺から⑾まで及び⒀から⒂までは算

ない。 定しない。

３・４ （略） ３・４ （略）

５ 令和６年４月１日までの介護医療院等への移行等に関 （新設）
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する計画を、４月から９月まで及び10月から翌年３月ま

での半期ごとに都道府県知事に届け出ていない場合は、

移行計画未提出減算として、当該半期経過後６月の期間

、１日につき所定単位数の100分の10に相当する単位数

を所定単位数から減算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、 （新設）

安全管理体制未実施減算として、１日につき５単位を所

定単位数から減算する。

７ 栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を （新設）

満たさない場合は、１日につき14単位を所定単位数から

減算する。

８～11 （略） ５～８ （略）

⑷・⑸ （略） ⑷・⑸ （略）

（削る） ⑹ 栄養マネジメント加算 14単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都

道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設における管

理栄養士が、継続的に入院患者ごとの栄養管理をした場合

、栄養マネジメント加算として、１日につき所定単位数を

加算する。

⑹ 低栄養リスク改善加算 300単位 ⑺ 低栄養リスク改善加算 300単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療

養型医療施設において、低栄養状態にある入院患者又は 養型医療施設において、低栄養状態にある入院患者又は

低栄養状態のおそれのある入院患者に対して、医師、歯 低栄養状態のおそれのある入院患者に対して、医師、歯

科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の 科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の

職種の者が共同して、入院患者の栄養管理をするための 職種の者が共同して、入院患者の栄養管理をするための

会議を行い、入院患者ごとに低栄養状態の改善等を行う 会議を行い、入院患者ごとに低栄養状態の改善等を行う

ための栄養管理方法等を示した計画を作成した場合であ ための栄養管理方法等を示した計画を作成した場合であ

って、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示を受け って、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示を受け

た管理栄養士又は栄養士（歯科医師が指示を行う場合に た管理栄養士又は栄養士（歯科医師が指示を行う場合に

あっては、当該指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、 あっては、当該指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、

医師の指導を受けている場合に限る。）が、栄養管理を 医師の指導を受けている場合に限る。）が、栄養管理を
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行った場合に、当該計画が作成された日の属する月から 行った場合に、当該計画が作成された日の属する月から

６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を加算す ６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を加算す

る。ただし、⑴から⑶までの注７、経口移行加算又は経 る。ただし、栄養マネジメント加算を算定していない場

口維持加算を算定している場合は、算定しない。 合又は経口移行加算若しくは経口維持加算を算定してい

る場合は、算定しない。

２ （略） ２ （略）

⑺ 経口移行加算 28単位 ⑻ 経口移行加算 28単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療

養型医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯 養型医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯

科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の 科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の

職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい 職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい

る入院患者ごとに経口による食事の摂取を進めるための る入院患者ごとに経口による食事の摂取を進めるための

経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に 経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に

従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による 従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による

栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行わ 栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行わ

れた場合は、当該計画が作成された日から起算して180 れた場合は、当該計画が作成された日から起算して180

日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する 日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する

。ただし、⑴から⑶までの注７を算定している場合は、 。ただし、栄養マネジメント加算を算定していない場合

算定しない。 は算定しない。

２ （略） ２ （略）

⑻ 経口維持加算 ⑼ 経口維持加算

㈠ 経口維持加算 400単位 ㈠ 経口維持加算 400単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ 経口維持加算 100単位 ㈡ 経口維持加算 100単位(Ⅱ) (Ⅱ)

注１ ㈠については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合 注１ ㈠については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合

する指定介護療養型医療施設において、現に経口により する指定介護療養型医療施設において、現に経口により

食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥 食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥
えん えん

が認められる入院患者に対して、医師又は歯科医師の指 が認められる入院患者に対して、医師又は歯科医師の指

示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介 示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介

護支援専門員その他の職種の者が共同して、入院患者の 護支援専門員その他の職種の者が共同して、入院患者の

栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入 栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入

院患者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進める 院患者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進める
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ための経口維持計画を作成している場合であって、当該 ための経口維持計画を作成している場合であって、当該

計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示 計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示

を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等 を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等

が医師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理 が医師の指導を受けている場合に限る。注３において同

栄養士又は栄養士が、栄養管理を行った場合に、１月に じ。）を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄養管理を行

つき所定単位数を加算する。ただし、⑴から⑶までの注 った場合に、当該計画が作成された日の属する月から起

７又は経口移行加算を算定している場合は算定しない。 算して６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を

加算する。ただし、経口移行加算を算定している場合又

は栄養マネジメント加算を算定していない場合は算定し

ない。

２ （略） ２ （略）

（削る） ３ 経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維

持計画が作成された日の属する月から起算して６月を超

えた場合であっても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認め
えん

られる入院患者であって、医師又は歯科医師の指示に基

づき、継続して誤嚥防止のための食事の摂取を進めるた
えん

めの特別な管理が必要とされるものに対しては、引き続

き当該加算を算定できるものとする。

（削る） ⑽ 口腔衛生管理体制加算 30単位
くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養

型医療施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受け

た歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的
くう

助言及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき

所定単位数を加算する。

⑼ 口腔衛生管理加算 90単位 ⑾ 口腔衛生管理加算 90単位
くう くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養

型医療施設において、次に掲げるいずれの基準にも該当す 型医療施設において、次に掲げるいずれの基準にも該当す

る場合に、１月につき所定単位数を加算する。 る場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、こ

の場合において、口腔衛生管理体制加算を算定していない
くう

場合は、算定しない。

イ～ハ （略） イ～ハ （略）

-56-



- 140 -

⑽～⒀ （略） ⑿～⒂ （略）

⒁ 安全対策体制加算 20単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が

、入院患者に対し、指定介護療養施設サービスを行った場

合、安全対策体制加算として、入院初日に限り所定単位数

を加算する。

⒂ サービス提供体制強化加算 ⒃ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が、入 て都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が、入

院患者に対し指定介護療養施設サービスを行った場合は、 院患者に対し指定介護療養施設サービスを行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定 当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 算定しない。

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

⒃ 介護職員処遇改善加算 ⒄ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に

届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、指 届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、指

定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げ 定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単 る区分に従い、平成33年３月31日までの間（㈣及び㈤につ

位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ いては、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に

かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその 掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

他の加算は算定しない。 るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。

㈠ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒂までにより算定し ㈠ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒃までにより算定し(Ⅰ) (Ⅰ)

た単位数の1000分の26に相当する単位数 た単位数の1000分の26に相当する単位数
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㈡ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒂までにより算定し ㈡ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒃までにより算定し(Ⅱ) (Ⅱ)

た単位数の1000分の19に相当する単位数 た単位数の1000分の19に相当する単位数

㈢ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒂までにより算定し ㈢ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⒃までにより算定し(Ⅲ) (Ⅲ)

た単位数の1000分の10に相当する単位数 た単位数の1000分の10に相当する単位数

（削る） ㈣ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅳ)

100分の90に相当する単位数

（削る） ㈤ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅴ)

100分の80に相当する単位数

⒄ 介護職員等特定処遇改善加算 ⒅ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事 等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事

に届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、 に届け出た指定介護療養型医療施設が、入院患者に対し、

指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲 指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場 る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒂までにより ㈠ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒃までにより(Ⅰ) (Ⅰ)

算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 算定した単位数の1000分の15に相当する単位数

㈡ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒂までにより ㈡ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⒃までにより(Ⅱ) (Ⅱ)

算定した単位数の1000分の11に相当する単位数 算定した単位数の1000分の11に相当する単位数

４ 介護医療院サービス ４ 介護医療院サービス

イ Ⅰ型介護医療院サービス費（１日につき） イ Ⅰ型介護医療院サービス費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ Ⅰ型介護医療院サービス費 ⑴ Ⅰ型介護医療院サービス費

(ｉ) (ｉ)㈠ Ⅰ型介護医療院サービス費 ㈠ Ⅰ型介護医療院サービス費

ａ 要介護１ 714単位 ａ 要介護１ 698単位

ｂ 要介護２ 824単位 ｂ 要介護２ 807単位

ｃ 要介護３ 1,060単位 ｃ 要介護３ 1,041単位

ｄ 要介護４ 1,161単位 ｄ 要介護４ 1,141単位

ｅ 要介護５ 1,251単位 ｅ 要介護５ 1,230単位

(ⅱ) (ⅱ)㈡ Ⅰ型介護医療院サービス費 ㈡ Ⅰ型介護医療院サービス費

ａ 要介護１ 825単位 ａ 要介護１ 808単位
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別紙２ 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サー

ビス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年３月８日老企第40号）（抄） 

1 

新 旧 

第１ （略） 第１ （略） 

第２ 居宅サービス単位数表（短期入所生活介護費から特定施設入居者生活介護

費に係る部分に限る。）及び施設サービス単位数表 

１ 通則 

⑴・⑵ （略） 

第２ 居宅サービス単位数表（短期入所生活介護費から特定施設入居者生活介護

費に係る部分に限る。）及び施設サービス単位数表 

１ 通則 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 

①～③ （略） 

④ 都道府県知事（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19

第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）又は同法第 252 条の 22

第１項の中核市（以下「中核市」という。）においては、指定都市又は

中核市の市長。３の⑹ニｃ及びｄ、７の⑻④及び⑤を除き、以下同じ。）

は、定員超過利用が行われている事業所又は施設に対しては、その解消

を行うよう指導すること。当該指導に従わず、定員超過利用が２月以上

継続する場合には、特別な事情がある場合を除き、指定又は許可の取消

しを検討するものとする。 

⑤ （略） 

⑶ 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 

①～③ （略） 

④ 都道府県知事（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19

第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）又は同法第 252 条の 22

第１項の中核市（以下「中核市」という。）においては、指定都市又は

中核市の市長。３の⑹ニｃ、７の⑻⑤を除き、以下同じ。）は、定員超

過利用が行われている事業所又は施設に対しては、その解消を行うよう

指導すること。当該指導に従わず、定員超過利用が２月以上継続する場

合には、特別な事情がある場合を除き、指定又は許可の取消しを検討す

るものとする。 

⑤ （略） 
⑷ 常勤換算方法による職員数の算定方法等について 

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤の

職員が勤務すべき時間で除することによって算定するものとし、小数点第

２位以下を切り捨てるものとする。なお、やむを得ない事情により、配置

されていた職員数が一時的に１割の範囲内で減少した場合は、１月を超え

ない期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しなかったものとみなす

こととする。 

その他、常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては、①及び②

のとおりとすること。 

① 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和 47 年法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育

児・介護休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24

条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のため

の所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30

⑷ 常勤換算方法による職員数の算定方法について 

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤の

職員が勤務すべき時間で除することによって算定するものとし、小数点第

２位以下を切り捨てるものとする。なお、やむを得ない事情により、配置

されていた職員数が一時的に１割の範囲内で減少した場合は、１月を超え

ない期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しなかったものとみなす

こととする。 

 

 

（新設） 
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時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤

務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とす

る。 

② 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている

常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間を基

本とする。）に達していることをいうものであるが、母性健康管理措置

又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられて

いる者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っ

ている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間と

して取り扱うことを可能とする。 

また、常勤による従業者の配置要件が設けられている場合、従業者が

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業、母性健

康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業、同条

第２号に規定する介護休業、同法第 23 条第２項の育児休業に関する制

度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号に係る部分に限る。）の

規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ず

る措置による休業を取得中の期間において、当該要件において求められ

る資質を有する複数の非常勤の従業者を常勤の従業者の員数に換算す

ることにより、当該要件を満たすことが可能であることとする。 

 

 

 

（新設） 

⑸ （略） 

⑹ 夜勤体制による減算について 

①～③ （略） 

⑸ （略） 
⑹ 夜勤体制による減算について 

①～③ （略） 

④ 夜勤職員基準に定められる夜勤を行う職員の員数は、夜勤時間帯を通

じて配置されるべき職員の員数であり、複数の職員が交代で勤務するこ

とにより当該基準を満たして構わないものとする。 

また、夜勤職員基準に定められる員数に小数が生じる場合において

は、整数部分の員数の職員の配置に加えて、夜勤時間帯に勤務する別の

職員の勤務時間数の合計を 16 で除して得た数が、小数部分の数以上と

なるように職員を配置することとする。 

なお、この場合において、整数部分の員数の職員に加えて別の職員を

配置する時間帯は、夜勤時間帯に属していればいずれの時間でも構わ

ず、連続する時間帯である必要はない。当該夜勤時間帯において最も配

置が必要である時間に充てるよう努めることとする。 

（新設） 

⑤ （略） ④ （略） 
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⑺～⑼ （略） ⑺～⑼ （略） 

（削る） ⑽ 栄養管理について 

短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護老人福祉施設、介護老人保

健施設、介護療養型医療施設及び介護医療院においては、栄養士が、各利

用者の年齢等に応じて適切な栄養量及び内容の食事提供を行う体制を整

備し、各利用者の栄養状態にあった栄養管理を行うこと。 

⑽ 文書の取扱いについて 

訪問通所サービス通知の第２の１の⑼を準用する。 

（新設） 

２ 短期入所生活介護費 

⑴・⑵ （略） 

２ 短期入所生活介護費 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 併設事業所について 

① （略） 

⑶ 併設事業所について 

① （略） 

② 併設事業所における所定単位数の算定（職員の配置数の算定）並びに

人員基準欠如・夜勤を行う職員数による所定単位数の減算については、

本体施設と一体的に行うものであること。より具体的には、 

イ 指定介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。以下

⑶並びに⑻、⑽、⑿及び⒆において同じ。）の併設事業所の場合は、

指定介護老人福祉施設の入所者数と短期入所生活介護の利用者数を

合算した上で、職員の配置数の算定及び夜勤を行う介護職員又は看護

職員の配置数を算定すること。したがって、例えば、前年度の平均入

所者数 70人の指定介護老人福祉施設に前年度の平均利用者数 20人の

短期入所生活介護事業所が併設されている場合は、併設型短期入所生

活介護費(Ⅰ)（３：１の人員配置に対応するもの）を算定するために必

要な介護職員又は看護職員は合計で 30 人であり、必要な夜勤を行う

職員の数は４人であること。 

なお、ユニット型同士が併設する場合は、指定介護老人福祉施設の

ユニット数と短期入所生活介護事業所のユニット数を合算した上で、

夜勤職員の配置数を算定すること。例えば、３ユニットの指定介護老

人福祉施設に、１ユニットの短期入所生活介護事業所が併設されてい

る場合は、２のユニットごとに夜勤職員を１人以上配置することが必

要であることから、必要な夜勤職員数は２人であること。 

また、ユニット型とユニット型以外が併設されている場合は、利用

者の処遇に支障がなく（災害が起こった際にも利用者の安全が確保で

きる等）、夜勤職員一人あたりの指定介護老人福祉施設の入所者数と短

② 併設事業所における所定単位数の算定（職員の配置数の算定）並びに

人員基準欠如・夜勤を行う職員数による所定単位数の減算については、

本体施設と一体的に行うものであること。より具体的には、 

イ 指定介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。以下

⑶並びに⑻、⑽、⑿及び⒅において同じ。）の併設事業所の場合は、

指定介護老人福祉施設の入所者数と短期入所生活介護の利用者数を

合算した上で、職員の配置数の算定及び夜勤を行う介護職員又は看護

職員の配置数を算定すること。したがって、例えば、前年度の平均入

所者数 70人の指定介護老人福祉施設に前年度の平均利用者数 20人の

短期入所生活介護事業所が併設されている場合は、併設型短期入所生

活介護費(Ⅰ)（３：１の人員配置に対応するもの）を算定するために必

要な介護職員又は看護職員は合計で 30 人であり、必要な夜勤を行う

職員の数は４人であること。 

なお、ユニット型同士が併設する場合は、指定介護老人福祉施設の

ユニット数と短期入所生活介護事業所のユニット数を合算した上で、

夜勤職員の配置数を算定すること。例えば、３ユニットの指定介護老

人福祉施設に、１ユニットの短期入所生活介護事業所が併設されてい

る場合は、２のユニットごとに夜勤職員を１人以上配置することが必

要であることから、必要な夜勤職員数は２人であること。 

また、ユニット型とユニット型以外が併設されている場合は、利用

者の処遇に支障がなく（災害が起こった際にも利用者の安全が確保で

きる等）、夜勤職員一人あたりの指定介護老人福祉施設の入所者数と短
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５の(37)を準用する。 

(43) 科学的介護推進体制加算について 

５の(38)を準用する。 

（新設） 

(44) 安全対策体制加算について 

５の(39)を準用する。 
（新設） 

(45) サービス提供体制強化加算について 

① ２の(21)①から④まで及び⑥並びに４の⒅③を準用する。 

② （略） 

(39) サービス提供体制強化加算について 

① ２の⒇①から④まで及び⑥を準用する。 

② （略） 

(46) 介護職員処遇改善加算について 

２の(22)を準用する。 

(40) 介護職員処遇改善加算について 

２の(21)を準用する。 
(47) 介護職員等特定処遇改善加算について 

２の(23)を準用する。 

(41) 介護職員等特定処遇改善加算について 

２の(22)を準用する。 

７ 介護療養施設サービス 

⑴～⑻ （略） 

⑼ 一定の要件を満たす入院患者の数が規準に満たない場合の減算につい

て 

① 施設基準第 65 号の２⑴の基準における入院患者等（当該指定介護療

養型医療施設である療養病床を有する病院の入院患者及び当該療養病

床を有する病院である指定短期入所療養介護事業所の利用者をいう。以

下同じ。）の割合については、以下の式により計算すること。 

イ （略） 

ロ イ(ⅰ)において、「喀痰吸引を必要とする入院患者等」については、

過去１年間に喀痰吸引が実施されていた者（入院期間が１年以上であ

る入院患者にあっては、当該入院期間中（入院時を含む。）に喀痰吸

引が実施されていた者）であって、口腔衛生管理加算を算定されてい

る者又は平成 27 年度から令和２年度の口腔衛生管理体制加算の算定

要件を満たしている者（平成 26 年度以前においては、口腔機能維持

管理加算又は口腔機能維持管理体制加算を算定されていた者及び平

成 27 年度から令和２年度においては口腔衛生管理加算又は口腔衛生

管理体制加算を算定されていた者）については、喀痰吸引が実施され

ている者として取り扱うものとすること。また、「経管栄養を必要と

する入院患者等」とは、経鼻経管又は胃ろう若しくは腸ろうによる栄

養の実施を指す。ただし、過去１年間に経管栄養が実施されていた者

（入院期間が１年以上である入院患者にあっては、当該入院期間中

７ 介護療養施設サービス 

⑴～⑻ （略） 

⑼ 一定の要件を満たす入院患者の数が規準に満たない場合の減算につい

て 

① 施設基準第 65 の２号⑴の基準における入院患者等（当該指定介護療

養型医療施設である療養病床を有する病院の入院患者及び当該療養病

床を有する病院である指定短期入所療養介護事業所の利用者をいう。以

下同じ。）の割合については、以下の式により計算すること。 

イ （略） 

ロ (ａ)において、「喀痰吸引を必要とする入院患者等」については、過

去１年間に喀痰吸引が実施されていた者（入院期間が１年以上である

入院患者にあっては、当該入院期間中（入院時を含む。）に喀痰吸引

が実施されていた者）であって、口腔衛生管理加算又は口腔衛生管理

体制加算を算定されている者（平成 26 年度以前においては、口腔機

能維持管理加算又は口腔機能維持管理体制加算を算定されていた者）

については、喀痰吸引が実施されている者として取り扱うものとする

こと。また、「経管栄養を必要とする入院患者等」とは、経鼻経管又

は胃ろう若しくは腸ろうによる栄養の実施を指す。ただし、過去１年

間に経管栄養が実施されていた者（入院期間が１年以上である入院患

者にあっては、当該入院期間中（入院時を含む。）に経管栄養が実施

されていた者）であって、経口維持加算又は栄養マネジメント加算を

算定されている者については、経管栄養が実施されている者として取
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（入院時を含む。）に経管栄養が実施されていた者）であって、経口

維持加算を算定している者又は管理栄養士が栄養ケア・マネジメント

を実施する者（令和２年度以前においては、経口維持加算又は栄養マ

ネジメント加算を算定されていた者）は、経管栄養が実施されている

者として取り扱うものとすること。 

ハ （略） 

② 施設基準第 65 号の２⑴の基準を満たさない場合は、各類型の介護療

養施設サービス費のうち、看護・介護職員の配置に応じた所定単位数に

100 分の 95 を乗じて得た単位数が算定され、退院時指導等加算、低栄養

リスク改善加算、経口移行加算、経口維持加算、口腔衛生管理加算、在

宅復帰支援機能加算、特定診療費及び排せつ支援加算は適用されない。 

り扱うものとすること。 

 

 

 

 

ハ （略） 

② 施設基準第 65 の２号⑴の基準を満たさない場合は、各類型の介護療

養施設サービス費のうち、看護・介護職員の配置に応じた所定単位数に

100 分の 95 を乗じて得た単位数が算定され、退院時指導等加算、低栄養

リスク改善加算、経口移行加算、経口維持加算、口腔衛生管理体制加算、

口腔衛生管理加算、在宅復帰支援機能加算、特定診療費及び排せつ支援

加算は適用されない。 

⑽ 所定単位数を算定するための施設基準について 

療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費又は

認知症疾患型介護療養施設サービス費のそれぞれ所定単位数を算定する

ためには、看護職員及び介護職員の員数が所定の員数以上配置されること

のほか、次に掲げる基準を満たす必要があること。 

① 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サービス

費、ユニット療養型介護療養施設サービス費又はユニット型療養型経過

型介護療養施設サービス費（施設基準第 62 号において準用する施設基

準第 14 号ニからヘまで） 

イ・ロ （略） 

ハ 療養病棟の病室が、次の基準を満たすこと。 

ａ （略） 

ｂ ユニット型の場合 

(ａ) （略） 

(ｂ) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、１のユニ

ットの入院患者の定員は、おおむね 10 人以下としなければなら

ないこと。ただし、各ユニットにおいて入院患者が相互に社会的

関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するのに支障が

ないと認められる場合には、入居定員が 15 人までのユニットも

認める。 

(ｃ) １の病室の床面積等は、10・65 平方メートル以上とすること。

⑽ 所定単位数を算定するための施設基準について 

療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費又は

認知症疾患型介護療養施設サービス費のそれぞれ所定単位数を算定する

ためには、看護職員及び介護職員の員数が所定の員数以上配置されること

のほか、次に掲げる基準を満たす必要があること。 

① 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サービス

費、ユニット療養型介護療養施設サービス費又はユニット型療養型経過

型介護療養施設サービス費（施設基準第 62 号において準用する施設基

準第 14 号ニからヘまで） 

イ・ロ （略） 

ハ 療養病棟の病室が、次の基準を満たすこと。 

ａ （略） 

ｂ ユニット型の場合 

(ａ) （略） 

(ｂ) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、１のユニ

ットの入院患者の定員は、おおむね 10 人以下としなければなら

ないこと。 

 

 

 

(ｃ) １の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。 
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ただし、(ａ)ただし書の場合にあっては、21・3平方メートル以上

とすること。 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

 

(ｄ) （略） 

ニ・ホ （略） 

② 療養型介護療養施設サービス費(Ⅰ)(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅴ)若しくは(ⅵ)、(Ⅱ)(ⅱ)若しく

は(ⅳ)又はユニット型療養型介護療養施設サービス費(Ⅱ)若しくは(Ⅲ)又は

経過的ユニット型療養型介護療養施設サービス費(Ⅱ)若しくは(Ⅲ)を算定

するための基準について 

３の⑹②を準用する。この場合において、「当該基準を満たす利用者

については、給付費請求明細書の摘要欄に、ハ又はニに示すいずれの状

態に適合するものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその

状態を記入すること。」とあるのは、「当該基準を満たす患者については、

給付費請求明細書の摘要欄に、ハ又はニに示すいずれの状態に適合する

ものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその状態を記入す

ること。また、すべての患者（短期入所療養介護の利用者を除く。）に

ついて、医療資源を最も投入した傷病名を、医科診療報酬における診断

群分類（ＤＰＣ）コードの上６桁を用いて記載すること。」と読み替え

るものとする。 

③ 診療所型介護療養施設サービス費又はユニット型診療所型介護療養

施設サービス費（施設基準第 62 号において準用する施設基準第 14 号チ

及びリ） 

イ 療養病室が、次の基準を満たすこと。 

ａ （略） 

ｂ ユニット型の場合 

(ａ) （略） 

(ｂ) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、１のユニ

ットの入院患者の定員は、おおむね 10 人以下としなければなら

 

 

(ⅰ) 10.65 平方メートル以上とすること。ただし、(ａ)ただし書の

場合にあっては、21.3 平方メートル以上とすること。 

(ⅱ) ユニットに属さない病室を改修したものについては、入院患

者同士の視線の遮断の確保を前提とした上で、病室を隔てる壁

について、天井との間に一定の隙間が生じていても差し支えな

いこと。 

(ｄ) （略） 

ニ・ホ （略） 

② 療養型介護療養施設サービス費(Ⅰ)(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅴ)若しくは(ⅵ)、(Ⅱ)(ⅱ)若しく

は(ⅳ)又はユニット型療養型介護療養施設サービス費(Ⅱ)(Ⅲ)(Ⅴ)若しくは（Ⅵ）

を算定するための基準について 

 

３の⑸②を準用する。この場合において、「当該基準を満たす利用者

については、給付費請求明細書の摘要欄に、ハ又はニに示すいずれの状

態に適合するものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその

状態を記入すること。」とあるのは、「当該基準を満たす患者については、

給付費請求明細書の摘要欄に、ハ又はニに示すいずれの状態に適合する

ものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその状態を記入す

ること。また、すべての患者（短期入所療養介護の利用者を除く。）に

ついて、医療資源を最も投入した傷病名を、医科診療報酬における診断

群分類（ＤＰＣ）コードの上６桁を用いて記載すること。」と読み替え

るものとする。 

③ 診療所型介護療養施設サービス費又はユニット型診療所型介護療養

施設サービス費（施設基準第 62 号において準用する施設基準第 14 号チ

及びリ） 

イ 療養病室が、次の基準を満たすこと。 

ａ （略） 

ｂ ユニット型の場合 

(ａ) （略） 

(ｂ) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、１のユニ

ットの入院患者の定員は、おおむね 10 人以下としなければなら
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ないこと。ただし、各ユニットにおいて入院患者が相互に社会的

関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するのに支障が

ないと認められる場合には、入居定員が 15 人までのユニットも

認める。 

(ｃ) １の病室の床面積等は、10.65 平方メートル以上とすること。

ただし、(ａ)ただし書の場合にあっては、21.3 平方メートル以上

とすること。 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

 

(ｄ) （略） 

ロ （略） 

④ 診療所型介護療養施設サービス費(Ⅰ)(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅴ)、若しくは(ⅵ)又はユニ

ット型診療所型介護療養施設サービス費(Ⅱ)若しくは(Ⅲ)又は経過的ユニ

ット型診療所型介護療養施設サービス費(Ⅱ)若しくは(Ⅲ)を算定するため

の基準について 

３の⑹③を準用する。この場合において、「当該基準を満たす利用者

については、給付費請求明細書の摘要欄に、ハ又はニに示すいずれの状

態に適合するものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその

状態を記入すること。」とあるのは、「当該基準を満たす患者については、

給付費請求明細書の摘要欄に、ハ又はニに示すいずれの状態に適合する

ものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその状態を記入す

ること。また、すべての患者（短期入所療養介護の利用者を除く。）に

ついて、医療資源を最も投入した傷病名を、医科診療報酬における診断

群分類（ＤＰＣ）コードの上６桁を用いて記載すること。」と読み替え

るものとする。 

⑤ （略） 

⑾ 介護療養施設サービス費を算定するための基準について 

① 介護療養施設サービス費は、施設基準第 66 号に規定する基準に従い、

以下の通り、算定すること。 

イ・ロ （略） 

ないこと。 

 

 

 

(ｃ) １の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。 

 

 

(ⅰ) 10.65 平方メートル以上とすること。ただし、(ａ)ただし書の

場合にあっては、21.3 平方メートル以上とすること。 

(ⅱ) ユニットに属さない病室を改修したものについては、入院患

者同士の視線の遮断の確保を前提とした上で、病室を隔てる壁

について、天井との間に一定の隙間が生じていても差し支えな

いこと。 

(ｄ) （略） 

ロ （略） 

④ 診療所型介護療養施設サービス費(Ⅰ)(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅴ)、若しくは(ⅵ)又はユニ

ット型診療所型介護療養施設サービス費(Ⅱ)(Ⅲ)(Ⅴ)若しくは(Ⅵ)を算定する

ための基準について 

 

３の⑸③を準用する。この場合において、「当該基準を満たす利用者

については、給付費請求明細書の摘要欄に、ハ又はニに示すいずれの状

態に適合するものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその

状態を記入すること。」とあるのは、「当該基準を満たす患者については、

給付費請求明細書の摘要欄に、ハ又はニに示すいずれの状態に適合する

ものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその状態を記入す

ること。また、すべての患者（短期入所療養介護の利用者を除く。）に

ついて、医療資源を最も投入した傷病名を、医科診療報酬における診断

群分類（ＤＰＣ）コードの上６桁を用いて記載すること。」と読み替え

るものとする。 

⑤ （略） 

⑾ 介護療養施設サービス費を算定するための基準について 

① 介護療養施設サービス費は、施設基準第 66 号に規定する基準に従い、

以下の通り、算定すること。 

イ・ロ （略） 
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ハ 施設基準第 66 号ハに規定する介護療養施設サービス費 

介護療養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介護療養型

医療施設基準第 39 条第２項第１号イ⑶、第 40 条第２項第１号イ⑶又

は第 41条第２項第１号イ⑶を満たすものに限る。）（｢ユニット型個室」

という。）の入院患者に対して行われるものであること。 

ニ 施設基準第 66 号ニに規定する介護療養施設サービス費 

介護療養施設サービスが、ユニットに属する居室（令和３年改正省

令による改正前の指定介護療養型医療施設基準第 39 条第２項第１号

イ⑶(ⅱ)、第 40 条第２項第１号イ⑶(ⅱ)又は第 41 条第２項第１号イ⑶(ⅱ)

を満たすものに限るものとし、指定介護療養型医療施設基準介護老人

保健施設基準第 39 条第２項第１号イ⑶、第 40 条第２項第１号イ⑶又

は第 41 条第２項第１号イ⑶（指定居宅サービス基準改正省令附則第

７条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）を満たす

ものを除く。）（｢ユニット型個室的多床室」という。）の入院患者に対

して行われるものであること。 

② （略） 

ハ 施設基準第 66 号ハに規定する介護療養施設サービス費 

介護療養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介護療養型

医療施設基準第 39 条第２項第１号イ⑶(ⅰ)、第 40 条第２項第１号イ⑶

(ⅰ)又は第 41 条第２項第１号イ⑶(ⅰ)を満たすものに限る。）（｢ユニット

型個室」という。）の入院患者に対して行われるものであること。 

ニ 施設基準第 66 号ニに規定する介護療養施設サービス費 

介護療養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介護療養型

医療施設基準第 39 条第２項第１号イ⑶(ⅱ)、第 40 条第２項第１号イ⑶

(ⅱ)又は第 41 条第２項第１号イ⑶(ⅱ)を満たすものに限るものとし、指

定介護療養型医療施設基準介護老人保健施設基準第 39 条第２項第１

号イ⑶(ⅰ)、第 40 条第２項第１号イ⑶(ⅰ)又は第 41 条第２項第１号イ⑶

(ⅰ)（指定居宅サービス基準改正省令附則第７条第１項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）を満たすものを除く。）（｢ユニット型

個室的多床室」という。）の入院患者に対して行われるものであるこ

と。 

② （略） 

⑿～⒁ （略） 

⒂ 移行計画未提出減算 

① 移行計画未提出減算は、別紙様式 10 により、令和６年４月１日まで

の移行等に関する計画を、４月から９月まで及び 10 月から翌３月まで

の半期ごとに都道府県知事に届け出ていない場合、当該半期経過後６月

の期間、減算することとしたもの。 

例えば、令和３年９月 30 日までに届け出ていない場合、令和３年 10

月１日から令和４年３月 30 日までの期間、減算となり、その後、令和

３年 11 月１日に届け出た場合は、令和４年４月１日から同年９月 30 日

までは減算されない。 

② 別紙様式 10 について、令和４年４月１日以降は、「令和４年４月１日

の予定病床数」の列を、令和５年４月１日以降は、「令和５年４月１日

の予定病床数」の列を削除して使用すること。 

③ 計画については、あくまでも届出時点の意向を示すものであり、届け

出た移行先以外への移行等を否定するものではないことに留意するこ

と。 

⑿～⒁ （略） 

（新設） 

⒃ 安全管理体制未実施減算について 

安全管理体制未実施減算については、指定介護療養型医療施設基準第 34

（新設） 
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条第１項に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月から

基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、入院患者全員について、

所定単位数から減算することとする。 

なお、同項第４号に掲げる安全対策を適切に実施するための担当者は、

令和３年改正省令の施行の日から起算して６月を経過するまでの間、経過

措置として、当該担当者を設置するよう努めることとしているため、当該

期間中、当該減算は適用しない。 

⒄ 栄養管理に係る減算について 

栄養管理の基準を満たさない場合の減算については、以下に規定する基

準を満たさない事実が生じた場合に、その翌々月から基準に満たさない状

況が解決されるに至った月まで、入院患者全員について、所定単位数が減

算されることとする（ただし、翌月の末日において基準を満たすに至って

いる場合を除く。）。 

イ 指定介護療養型医療施設基準第２条又は指定介護療養型医療施設基

準附則第 19条に定める栄養士又は管理栄養士の員数を置いていること。 

ロ 指定介護療養型医療施設基準第 17 条の２（指定介護療養型医療施設

基準第 50 条において準用する場合を含む。）に規定する基準に適合して

いること。 

（新設） 

⒅ （略） ⒂ （略） 

⒆ 入院患者が外泊したときの費用の算定について 

６の⒂を準用する。 

⒃ 入院患者が外泊したときの費用の算定について 

６の⒀を準用する。 

⒇ 入院患者が試行的退院したときの費用の算定について 

①～⑤ （略） 

⑥ 加算の算定期間は、１月につき６日以内とする。また、算定方法は、

５の⒅の①及び②を準用する。１回の試行的退院サービス費が月をまた

がる場合であっても、連続して算定できるのは６日以内とする。 

⑦・⑧ （略） 

⒄ 入院患者が試行的退院したときの費用の算定について 

①～⑤ （略） 

⑥ 加算の算定期間は、１月につき６日以内とする。また、算定方法は、

５の⒁の①及び②を準用する。１回の試行的退院サービス費が月をまた

がる場合であっても、連続して算定できるのは６日以内とする。 

⑦・⑧ （略） 

(21) （略） ⒅ （略） 

(22) 初期加算について 

６の⒅を準用する。 

(23) 退院時指導等加算について 

① 退院前訪問指導加算・退院後訪問指導加算 

イ～ニ （略） 

ホ 退院前訪問指導及び退院後訪問指導は、医師、看護職員、支援相談

⒆ 初期加算について 

６の⒃を準用する。 

⒇ 退院時指導等加算について 

① 退院前訪問指導加算・退院後訪問指導加算 

イ～ニ （略） 

ホ 退院前訪問指導及び退院後訪問指導は、医師、看護職員、支援相談
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員、理学療法士又は作業療法士、管理栄養士、介護支援専門員等が協

力して行うこと。 

ヘ・ト （略） 

②・③ （略） 

員、理学療法士又は作業療法士、栄養士、介護支援専門員等が協力し

て行うこと。 

ヘ・ト （略） 

②・③ （略） 

④ 退院前連携加算 

イ ５の(22)の③イ及びロを準用する。 

ロ （略） 

④ 退院前連携加算 

イ ５の⒆の③イ及びロを準用する。 

ロ （略） 

⑤ （略） ⑤ （略） 

(24) 従来型個室に入所していた者の取扱いについて 

５の(23)を準用する。 

(21) 従来型個室に入所していた者の取扱いについて 

５の⒇を準用する。 

（削る） 

 

(25) 低栄養リスク改善加算について 

低栄養リスク改善加算については、次に掲げる①から⑤までのとおり、

実施するものとすること。なお、当該加算における低栄養状態のリスク評

価は、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実

施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」第４に基づき行うこと。 

① 原則として、施設入所時に行った栄養スクリーニングにより、低栄養

状態の高リスク者に該当する者であって、低栄養状態の改善等のための

栄養管理が必要であるとして、医師又は歯科医師の指示を受けたものを

対象とすること。ただし、歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該

指示を受ける管理栄養士等が、対象となる入院患者に対する療養のため

に必要な栄養の指導を行うに当たり、主治の医師の指導を受けている場

合に限る（以下同じ。）。 

② 月１回以上、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員

その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理をするための会議を行

い、低栄養状態の改善等を行うための栄養管理方法等を示した計画を作

成すること（栄養ケア計画と一体のものとして作成すること。）。また、

当該計画については、低栄養状態の改善等を行うための栄養管理の対象

となる入院患者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、介

護療養型施設サービスにおいては、当該計画に相当する内容を施設サー

ビス計画の中に記載する場合は、その記載をもって当該計画の作成に代

えることができるものとすること。 

(22) 栄養マネジメント加算について 

５の(21)を準用する。 

(23) 低栄養リスク改善加算について 

５の(22)を準用する。 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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入院患者の栄養管理をするための会議は、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。なお、テレビ電話装置等を活用するに

当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

③ 当該計画に基づき、管理栄養士等は対象となる入院患者に対し食事の

観察を週５回以上行い、当該入院患者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえ

た食事の調整等を実施すること。低栄養リスク改善加算の算定期間は、

低栄養状態の高リスク者に該当しなくなるまでの期間とするが、その期

間は入院患者又はその家族の同意を得られた月から起算して６月以内

の期間に限るものとし、それを超えた場合においては、原則として当該

加算は算定しないこと。 

④ 低栄養状態の改善等のための栄養管理が、入院患者又はその家族の同

意を得られた月から起算して、６月を超えて実施される場合でも、低栄

養状態リスクの改善が認められない場合であって、医師又は歯科医師の

指示に基づき、継続して低栄養状態の改善等のための栄養管理が必要と

される場合にあっては、引き続き当該加算を算定できるものとするこ

と。ただし、この場合において、医師又は歯科医師の指示はおおむね２

週間ごとに受けるものとすること。 

⑤ 褥瘡を有する場合であって、褥瘡マネジメント加算を算定している場

合は、低栄養リスク改善加算は算定できない。 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

(26) 経口移行加算について 

５の(25)を準用する。 

(24) 経口移行加算について 

５の(23)を準用する。 

(27) 経口維持加算について 

５の(26)を準用する。 

(25) 経口維持加算について 

５の(24)を準用する。 

  （削る） (26) 口腔衛生管理体制加算について 

４の⑾を準用する。 

(28) 口腔衛生管理加算について 

５の(27)①から④まで及び⑥を準用する。 

(27) 口腔衛生管理加算について 

５の(26)を準用する。 

(29) 療養食加算について 

５の(28)を準用する。 

(28) 療養食加算について 

５の(27)を準用する。 

(30) 在宅復帰支援機能加算について 

５の(31)を準用する。 

(29) 在宅復帰支援機能加算について 

５の(30)を準用する。 

(31) 認知症専門ケア加算について (30) 認知症専門ケア加算について 

-69-



83 
 

５の(33)を準用する。 ５の(32)を準用する。 

(32) 認知症行動・心理症状緊急対応加算について 

５の(34)を準用する。 

(31) 認知症行動・心理症状緊急対応加算について 

５の(33)を準用する。 

(33) 排せつ支援加算について 

① 本加算は、全ての入院患者について、必要に応じ適切な介護が提供さ

れていることを前提としつつ、さらに特別な支援を行って排せつの状態

を改善することを評価したものである。したがって、例えば、入院患者

が尿意・便意を職員へ訴えることができるにもかかわらず、職員が適時

に排せつを介助できるとは限らないことを主たる理由としておむつへ

の排せつとしていた場合、支援を行って排せつの状態を改善させたとし

ても加算の対象とはならない。 

② 「排せつに介護を要する入院患者」とは、要介護認定調査の際に用い

られる「認定調査員テキスト 2009 改訂版（平成 30 年４月改訂）」の方

法を用いて、排尿または排便の状態が、「一部介助」又は「全介助」と

評価される者をいう。 

③ 「適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる」と

は、特別な支援を行わなかった場合には、当該排尿又は排便にかかる状

態の評価が不変又は悪化することが見込まれるが、特別な対応を行った

場合には、当該評価が６月以内に「全介助」から「一部介助」以上、又

は「一部介助」から「見守り等」以上に改善すると見込まれることをい

う。 

④ ③の見込みの判断を医師と連携した看護師が行った場合は、その内容

を支援の開始前に医師へ報告することする。また、医師と連携した看護

師が③の見込みの判断を行う際、入院患者の背景疾患の状況を勘案する

必要がある場合等は、医師へ相談することとする。 

⑤ 支援に先立って、失禁に対する各種ガイドラインを参考にしながら、

対象者が排せつに介護を要する要因を多職種が共同して分析し、それに

基づいた支援計画を別紙様式６の様式を参考に作成する。要因分析及び

支援計画の作成に関わる職種は、③の判断を行った医師又は看護師、介

護支援専門員、及び支援対象の入院患者の特性を把握している介護職員

を含むものとし、その他、疾患、使用している薬剤、食生活、生活機能

の状態等に応じ薬剤師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士等を適宜

加える。なお、介護療養型施設サービスにおいては、支援計画に相当す

る内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって支

(32) 排せつ支援加算について 

５の(35)を準用する。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 
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援計画の作成に代えることができるものとすること。 

⑥ 支援計画の作成にあたっては、要因分析の結果と整合性が取れた計画

を、個々の入院患者の特性に配慮しながら個別に作成することとし、画

一的な支援計画とならないよう留意する。また、支援において入院患者

の尊厳が十分保持されるよう留意する。 

⑦ 当該支援計画の実施にあたっては、計画の作成に関与した者が、入院

患者又はその家族に対し、現在の排せつにかかる状態の評価、③の見込

みの内容、⑤の要因分析及び支援計画の内容、当該支援は入院患者又は

その家族がこれらの説明を理解した上で支援の実施を希望する場合に

行うものであること、及び支援開始後であってもいつでも入院患者又は

その家族の希望に応じて支援計画を中断又は中止できることを説明し、

入院患者及びその家族の理解と希望を確認した上で行うこと。 

⑧ 本加算の算定を終了した際は、その時点の排せつ状態の評価を記録

し、③における見込みとの差異があればその理由を含めて総括し、記録

した上で、入院患者又はその家族に説明すること。 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

(34) 安全対策体制加算について 

５の(39)を準用する。 

（新設） 

(35) サービス提供体制強化加算について 

① ２の(21)①から④まで及び⑥並びに４の⒅③を準用する。 

② （略） 

(33) サービス提供体制強化加算について 

① ２の⒇①から④まで及び⑥を準用する。 

② （略） 

(36) （略） (34) （略） 

(37) 介護職員処遇改善加算について 

２の(22)を準用する。 

(35) 介護職員処遇改善加算について 

２の(21)を準用する。 

(38) 介護職員等特定処遇改善加算について 

２の(23)を準用する。 

(36) 介護職員等特定処遇改善加算について 

２の(22)を準用する。 

８ 介護医療院サービス 

⑴～⑹ （略） 

⑺ 所定単位数を算定するための施設基準について 

介護医療院サービス費の所定単位数を算定するためには、看護職員及び

介護職員の員数が所定の員数以上配置されることのほか、医師、薬剤師、

及び介護支援専門員について、人員基準欠如の状態にないことが必要であ

ることに加えて、次に掲げる基準を満たす必要があること。 

① 介護医療院サービス費（施設基準第 68 号イからヘまで） 

イ （略） 

８ 介護医療院サービス 

⑴～⑹ （略） 

⑺ 所定単位数を算定するための施設基準について 

介護医療院サービス費の所定単位数を算定するためには、看護職員及び

介護職員の員数が所定の員数以上配置されることのほか、医師、薬剤師、

及び介護支援専門員について、人員基準欠如の状態にないことが必要であ

ることに加えて、次に掲げる基準を満たす必要があること。 

① 介護医療院サービス費（施設基準第 68 号イからヘまで） 

イ （略） 
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３　介護療養施設サービス
　イ　療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

注 注 注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職員の
勤務条件基準を
満たさない場合

入院患者の数が
入院患者の定員
を超える場合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

又
は

介護支援専門員
の員数が基準に
満たない場合

又
は

看護師が基準に
定められた看護職
員の員数に
20/100を乗じて
得た数未満の場
合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
で、医師の数が基
準に定められた医
師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
以外で、医師の数
が基準に定められ
た医師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

一定の要件を満
たす入院患者の
数が規準に満たな
い場合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎
に配置していない
等ユニットケアに
おける体制が未整
備である場合

廊下幅が設備基
準を満たさない場
合

医師の配置につ
いて医療法施行
規則第４９条の
規定が適用され
ている場合

移行計画が未提
出である場合

安全管理体制未
実施減算

栄養管理の基準
を満たさない場
合

夜勤を行う職員の
勤務条件に関す
る基準の区分によ
る加算

若年性認知症患
者受入加算

要介護１ （ 593 単位） -59 単位
要介護２ （ 685 単位） -69 単位
要介護３ （ 889 単位） -89 単位
要介護４ （ 974 単位） -97 単位
要介護５ （ 1,052 単位） -105 単位
要介護１ （ 618 単位） -62 単位
要介護２ （ 716 単位） -72 単位
要介護３ （ 927 単位） -93 単位
要介護４ （ 1,017 単位） -102 単位
要介護５ （ 1,099 単位） -110 単位

要介護１ （ 609 単位） -61 単位

要介護２ （ 704 単位） -70 単位

要介護３ （ 914 単位） -91 単位

要介護４ （ 1,001 単位） -100 単位

要介護５ （ 1,082 単位） -108 単位

要介護１ （ 686 単位） -69 単位

要介護２ （ 781 単位） -78 単位

要介護３ （ 982 単位） -98 単位

要介護４ （ 1,070 単位） -107 単位

要介護５ （ 1,146 単位） -115 単位

要介護１ （ 717 単位） -72 単位

要介護２ （ 815 単位） -82 単位

要介護３ （ 1,026 単位） -103 単位

要介護４ （ 1,117 単位） -112 単位

要介護５ （ 1,198 単位） -120 単位

要介護１ （ 705 単位） -71 単位

要介護２ （ 803 単位） -80 単位

要介護３ （ 1,010 単位） -101 単位

要介護４ （ 1,099 単位） -110 単位

要介護５ （ 1,180 単位） -118 単位

要介護１ （ 542 単位） -54 単位

要介護２ （ 636 単位） -64 単位

要介護３ （ 774 単位） -77 単位

要介護４ （ 907 単位） -91 単位

要介護５ （ 943 単位） -94 単位

要介護１ （ 557 単位） -56 単位

要介護２ （ 652 単位） -65 単位

要介護３ （ 793 単位） -79 単位

要介護４ （ 929 単位） -93 単位

要介護５ （ 966 単位） -97 単位

要介護１ （ 638 単位） -64 単位

要介護２ （ 731 単位） -73 単位

要介護３ （ 869 単位） -87 単位

要介護４ （ 1,001 単位） -100 単位

要介護５ （ 1,037 単位） -104 単位

要介護１ （ 654 単位） -65 単位

要介護２ （ 749 単位） -75 単位

要介護３ （ 891 単位） -89 単位

要介護４ （ 1,026 単位） -103 単位

要介護５ （ 1,062 単位） -106 単位

要介護１ （ 522 単位） -52 単位

要介護２ （ 619 単位） -62 単位

要介護３ （ 748 単位） -75 単位

要介護４ （ 884 単位） -88 単位

要介護５ （ 919 単位） -92 単位

要介護１ （ 619 単位） -62 単位

要介護２ （ 714 単位） -71 単位

要介護３ （ 845 単位） -85 単位

要介護４ （ 980 単位） -98 単位

要介護５ （ 1,015 単位） -102 単位

要介護１ （ 601 単位） -60 単位

要介護２ （ 694 単位） -69 単位

要介護３ （ 825 単位） -83 単位

要介護４ （ 903 単位） -90 単位

要介護５ （ 981 単位） -98 単位

要介護１ （ 695 単位） -70 単位

要介護２ （ 792 単位） -79 単位

要介護３ （ 920 単位） -92 単位

要介護４ （ 999 単位） -100 単位

要介護５ （ 1,078 単位） -108 単位

要介護１ （ 601 単位） -60 単位

要介護２ （ 694 単位） -69 単位

要介護３ （ 789 単位） -79 単位

要介護４ （ 868 単位） -87 単位

要介護５ （ 945 単位） -95 単位

要介護１ （ 695 単位） -70 単位

要介護２ （ 792 単位） -79 単位

要介護３ （ 884 単位） -88 単位

要介護４ （ 962 単位） -96 単位

要介護５ （ 1,042 単位） -104 単位

要介護１ （ 706 単位） -71 単位

要介護２ （ 801 単位） -80 単位

要介護３ （ 1,002 単位） -100 単位

要介護４ （ 1,090 単位） -109 単位

要介護５ （ 1,166 単位） -117 単位

要介護１ （ 732 単位） -73 単位

要介護２ （ 830 単位） -83 単位

要介護３ （ 1,042 単位） -104 単位

要介護４ （ 1,132 単位） -113 単位

要介護５ （ 1,213 単位） -121 単位

要介護１ （ 723 単位） -72 単位

要介護２ （ 819 単位） -82 単位

要介護３ （ 1,028 単位） -103 単位

要介護４ （ 1,117 単位） -112 単位

要介護５ （ 1,197 単位） -120 単位

要介護１ （ 706 単位） -71 単位

要介護２ （ 801 単位） -80 単位

要介護３ （ 1,002 単位） -100 単位

要介護４ （ 1,090 単位） -109 単位

要介護５ （ 1,166 単位） -117 単位

要介護１ （ 732 単位） -73 単位

要介護２ （ 830 単位） -83 単位

要介護３ （ 1,042 単位） -104 単位

要介護４ （ 1,132 単位） -113 単位

要介護５ （ 1,213 単位） -121 単位

要介護１ （ 723 単位） -72 単位

要介護２ （ 819 単位） -82 単位

要介護３ （ 1,028 単位） -103 単位

要介護４ （ 1,117 単位） -112 単位

要介護５ （ 1,197 単位） -120 単位

要介護１ （ 706 単位） -71 単位

要介護２ （ 801 単位） -80 単位

要介護３ （ 924 単位） -92 単位

要介護４ （ 1,000 単位） -100 単位

要介護５ （ 1,079 単位） -108 単位

要介護１ （ 706 単位） -71 単位

要介護２ （ 801 単位） -80 単位

要介護３ （ 924 単位） -92 単位

要介護４ （ 1,000 単位） -100 単位

要介護５ （ 1,079 単位） -108 単位

－１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅰ）

　＋２３単位

夜間勤務等看
護（Ⅱ）

　＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅲ）

　＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅳ）

＋７単位

＋１２０単位

（六）　経過的ユニット型療養型介護療養
　　　　施設サービス費（Ⅲ）
　　　　<療養機能強化型Ｂ>
　　　　<ユニット型個室的多床室>

（４）　ユニット型
　　　　療養型
　　　　経過型介護
　　　　療養施設
　　　　サービス費
　　　　（１日につき）

（二）　経過的ユニット型療養型経過型介護療養
　　　　施設サービス費
　　　　<ユニット型個室的多床室>

a　療養型経過型介護療養
　　施設サービス費（ⅰ）
　　<従来型個室>

b　療養型経過型介護療養
　　施設サービス費（ⅱ）
　　<多床室>

（３）　ユニット型
　　　　療養型介
　　　　護療養施設
　　　　サービス費
　　　　（１日につき）

（一）　ユニット型療養型介護療養
　　　　施設サービス費（Ⅰ）
　　　　<ユニット型個室>

×９７／１００

（二）　ユニット型療養型介護療養
　　　　施設サービス費（Ⅱ）
　　　　<療養機能強化型Ａ>
　　　　<ユニット型個室>

（三）　ユニット型療養型介護療養
　　　　施設サービス費（Ⅲ）
　　　　<療養機能強化型Ｂ>
　　　　<ユニット型個室>

（四）　経過的ユニット型療養型介護療養
　　　　施設サービス費（Ⅰ）
　　　　<ユニット型個室的多床室>

×９５／１００

（五）　経過的ユニット型療養型介護療養
　　　　施設サービス費（Ⅱ）
　　　　<療養機能強化型Ａ>
　　　　<ユニット型個室的多床室>

×９５／１００

b　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　<多床室>

×７０／１００ ×９０／１００ ×９０／１００

×７０／１００

ｃ　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅲ）
　　<多床室>

（２）　療養型
　　　　経過型介護
　　　　療養施設
　　　　サービス費
　　　　（１日につき）

（一）　療養型
　　　　経過型介護
　　　　療養施設
　　　　サービス費（Ⅰ）

　　　　看護<6:1>
　　　　介護<4:1>

a　療養型経過型介護療養
　　施設サービス費（ⅰ）
　　<従来型個室>

b　療養型経過型介護療養
　　施設サービス費（ⅱ）
　　<多床室>

（二）　療養型
　　　　経過型介護
　　　　療養施設
　　　　サービス費（Ⅱ）

　　　　看護<8:1>
　　　　介護<4:1>

ｄ　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅳ）
　　<療養機能強化型>
　　<多床室>

（三）　療養型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅲ）

　　　　看護<6:1>
　　　　介護<6:1>

a　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　<従来型個室>

（二）　療養型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅱ）

　　　　看護<6:1>
　　　　介護<5:1>

×９５／１００

ｅ　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅴ）
　　<療養機能強化型Ａ>
　　<多床室>

ｆ　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅵ）
　　<療養機能強化型Ｂ>
　　<多床室>

a　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　<従来型個室>

×９５／１００

ｂ　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　<療養機能強化型>
　　<従来型個室>

－５単位

×９５／１００

×９５／１００

（一）　ユニット型療養型経過型介護療養
　　　　施設サービス費
　　　　<ユニット型個室>

－１２単位

×９５／１００

病院療養病床
療養環境減算
　－２５単位 －１２単位

×９０／１００ ×９０／１００

（１）　療養型
　　　　介護療養
　　　　施設サービ
　　　　ス費
　　　　（１日につき）

（一）　療養型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅰ）
　
　　　　看護<6:1>
　　　　介護<4:1>

a　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　<従来型個室>

－２５単位 ×９０／１００×７０／１００ ×７０／１００

b　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　<療養機能強化型Ａ>
　　<従来型個室>

ｃ　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅲ）
　　<療養機能強化型Ｂ>
　　<従来型個室>

ｄ　療養型介護療養施設
　　サービス費（ⅳ）
　　<多床室>

身体拘束廃止未
実施減算

注

基本部分

注

介護　20
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（一）　経口維持加算（Ⅰ）

（二）　経口維持加算（Ⅱ）

※　医師の人員配置減算を適用する場合には、医師経過措置減算を適用しない。

※　夜勤勤務条件減算を適用する場合には、夜間勤務等看護加算を適用しない。
※　一定の要件を満たす入院患者の数が規準に満たない場合には、（※３）を適用しない。
※　安全管理体制未実施減算については令和３年１０月１日から、栄養管理の基準を満たさない場合の減算については令和６年４月１日から適用する。

※　令和３年９月３０日までの間は、介護療養施設サービス費の（１）から（４）までについて、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。

※　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び介護職員処遇改善加算（Ⅴ）については、令和４年３月３１日まで算定可能。

（２０）　介護職員等特定処遇改善加算

（一）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 注
所定単位は、（１）から（１８）までにより算定した単位数の合計

（1月につき　＋所定単位×１５／１０００）

（二）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

注
所定単位は、（１）から（１８）までにより算定した単位数の合計

（1月につき　＋所定単位×２６／１０００）

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１９／１０００）

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

（1月につき　＋所定単位×１０／１０００）

（四）　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

（1月につき　＋（三）の９０／１００）

（五）　介護職員処遇改善加算（Ⅴ）

（1月につき　＋（三）の８０／１００）

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１日につき　６単位を加算）

（１９）　介護職員処遇改善加算

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

（１５）　認知症行動・心理症状緊急対応加算

（入院後7日に限り　１日につき２００単位を加算）

（１６）　排せつ支援加算　（※３）

（１月につき　１００単位を加算）

（１８）　サービス提供体制強化加算

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日につき　２２単位を加算）

（ニ）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１日につき　１８単位を加算）

（1日につき　１０単位を加算）

（１３）　特定診療費　（※３）

（１４）　認知症専門ケア加算

（一）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）
（1日につき　３単位を加算）

（二）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）
（1日につき　４単位を加算）

（１月につき　１００単位を加算） 注
経口維持加算（Ⅰ）を算定していない場合には、算定しない。

(１７)　安全対策体制加算（※３）

注
歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月２回以上行い、当該入所者に係る口腔ケアについて、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行った場合

（１１）　療養食加算

（１０）　口腔衛生管理加算　（※３） （１月につき　　９０単位を加算）

（1回につき　６単位を加算（１日に３回を限度））

（１２）　在宅復帰支援機能加算　（※３）

（入院患者１人につき１回を限度として２０単位を算定）

（１月につき　３００単位を加算）

（７）　低栄養リスク改善加算　（※３） 注
栄養管理の基準を満たさない場合及び経口移行加算・経口維持加算を算定している場合は、算定しない。

（８）　経口移行加算　（※３） 注
栄養管理の基準を満たさない場合は、算定しない。（1日につき　２８単位を加算）

（９）　経口維持加算（※３）
（１月につき　４００単位を加算）

注
栄養管理の基準を満たさない場合又は経口移行加算を算定している場合は、算定しない。

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合（４００単位）

d　退院時情報提供加算 注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合（５００単位）

e　退院前連携加算 注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合（５００単位）

（６）　退院時
　　　　指導等加算
　　　　（※３）

（一）　退院時等指導
　　　　加算

a　退院前訪問指導加算
（入院中1回（又は2回）を限度に、４６０単位を算定）

b　退院後訪問指導加算
（退院後1回を限度に、４６０単位を算定）

c　退院時指導加算

（二）　訪問看護指示加算
（入院患者１人につき１回を限度として　　　３００単位算定）

注　他科受診時費用 入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

（５）　初期加算 （1日につき　＋３０単位）

注　外泊時費用 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

注　試行的退院サービス費 入院患者に対して居宅における試行的退院を認めた場合、１月につき６日を限度として１日につき８００単位を算定　（(2)及び(4)の基本単価に限る。）

介護　21
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  ロ　療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス

注 注 注 注 注 注 注 注

入院患者の数が入院患
者の定員を超える場合

一定の要件を満たす入
院患者の数が規準に満
たない場合

常勤のユニットリーダー
をユニット毎に配置して
いない等ユニットケアに
おける体制が未整備で
ある場合

廊下幅が設備基準を満
たさない場合

移行計画が未提出であ
る場合

安全管理体制未実施
減算

栄養管理の基準を満た
さない場合

若年性認知症患者受入
加算

要介護１ （ 576 単位） -58 単位

要介護２ （ 620 単位） -62 単位

要介護３ （ 664 単位） -66 単位

要介護４ （ 707 単位） -71 単位

要介護５ （ 752 単位） -75 単位

要介護１ （ 601 単位） -60 単位

要介護２ （ 647 単位） -65 単位

要介護３ （ 692 単位） -69 単位

要介護４ （ 738 単位） -74 単位

要介護５ （ 785 単位） -79 単位

要介護１ （ 593 単位） -59 単位

要介護２ （ 638 単位） -64 単位

要介護３ （ 683 単位） -68 単位

要介護４ （ 728 単位） -73 単位

要介護５ （ 774 単位） -77 単位

要介護１ （ 670 単位） -67 単位

要介護２ （ 714 単位） -71 単位

要介護３ （ 759 単位） -76 単位

要介護４ （ 802 単位） -80 単位

要介護５ （ 846 単位） -85 単位

要介護１ （ 699 単位） -70 単位

要介護２ （ 746 単位） -75 単位

要介護３ （ 792 単位） -79 単位

要介護４ （ 837 単位） -84 単位

要介護５ （ 884 単位） -88 単位

要介護１ （ 689 単位） -69 単位

要介護２ （ 735 単位） -74 単位

要介護３ （ 781 単位） -78 単位

要介護４ （ 825 単位） -83 単位

要介護５ （ 872 単位） -87 単位

要介護１ （ 506 単位） -51 単位

要介護２ （ 546 単位） -55 単位

要介護３ （ 585 単位） -59 単位

要介護４ （ 626 単位） -63 単位

要介護５ （ 665 単位） -67 単位

要介護１ （ 602 単位） -60 単位

要介護２ （ 641 単位） -64 単位

要介護３ （ 681 単位） -68 単位

要介護４ （ 720 単位） -72 単位

要介護５ （ 760 単位） -76 単位

要介護１ （ 689 単位） -69 単位

要介護２ （ 734 単位） -73 単位

要介護３ （ 778 単位） -78 単位

要介護４ （ 821 単位） -82 単位

要介護５ （ 865 単位） -87 単位

要介護１ （ 714 単位） -71 単位

要介護２ （ 761 単位） -76 単位

要介護３ （ 807 単位） -81 単位

要介護４ （ 852 単位） -85 単位

要介護５ （ 899 単位） -90 単位

要介護１ （ 705 単位） -71 単位

要介護２ （ 751 単位） -75 単位

要介護３ （ 797 単位） -80 単位

要介護４ （ 841 単位） -84 単位

要介護５ （ 887 単位） -89 単位

要介護１ （ 689 単位） -69 単位

要介護２ （ 734 単位） -73 単位

要介護３ （ 778 単位） -78 単位

要介護４ （ 821 単位） -82 単位

要介護５ （ 865 単位） -87 単位

要介護１ （ 714 単位） -71 単位

要介護２ （ 761 単位） -76 単位

要介護３ （ 807 単位） -81 単位

要介護４ （ 852 単位） -85 単位

要介護５ （ 899 単位） -90 単位

要介護１ （ 705 単位） -71 単位

要介護２ （ 751 単位） -75 単位

要介護３ （ 797 単位） -80 単位

要介護４ （ 841 単位） -84 単位

要介護５ （ 887 単位） -89 単位

＋１２０単位

b　診療所型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　＜療養機能強化型Ａ＞
　　＜従来型個室＞

ｃ　診療所型介護療養施設
　　サービス費（ⅲ）
　　＜療養機能強化型Ｂ＞
　　＜従来型個室＞

ｄ　診療所型介護療養施設
　サービス費（ⅳ）
　＜多床室＞

ｂ　診療所型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　＜多床室＞

a　診療所型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　＜従来型個室＞

診療所療養病床
設備基準減算

－６０単位

×９５／１００

ｆ　診療所型介護療養施設
　　サービス費（ⅵ）
　　＜療養機能強化型Ｂ＞
　　＜多床室＞

（五）　経過的ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅱ）
　　　　＜療養機能強化型Ａ＞
　　　　＜ユニット型個室的多床室＞

（六）　経過的ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅲ）
　　　　＜療養機能強化型Ｂ＞
　　　　＜ユニット型個室的多床室＞

（二）　診療所型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅱ）

　　　　看護・介護＜3：１＞

注

身体拘束廃止未実施
加算

基本部分

（１）　診療所型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費
　　　　（1日につき）

（一）　診療所型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅰ）

　　　　看護＜6：1＞
　　　　介護＜6：1＞

a　診療所型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　＜従来型個室＞

×７０／１００

（２）　ユニット型
　　　　診療所型介護
　　　　療養施設
　　　　サービス費
　　　　（１日につき）

（一）　ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅰ）
　　　　＜ユニット型個室＞

×９７／１００

×９０／１００ －５単位 －１４単位

（二）　ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅱ）
　　　　＜療養機能強化型Ａ＞
　　　　＜ユニット型個室＞

（三）　ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅲ）
　　　　＜療養機能強化型Ｂ＞
　　　　＜ユニット型個室＞

（四）　経過的ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅰ）
　　　　＜ユニット型個室的多床室＞

×９５／１００

×９５／１００

ｅ　診療所型介護療養施設
　　サービス費（ⅴ）
　　＜療養機能強化型Ａ＞
　　＜多床室＞

×９５／１００

介護　22
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（一）　経口維持加算（Ⅰ）

（二）　経口維持加算（Ⅱ）

※　一定の要件を満たす入院患者の数が規準に満たない場合には、（※１）を適用しない。
※　安全管理体制未実施減算については令和３年１０月１日から、栄養管理の基準を満たさない場合の減算については令和６年４月１日から適用する。

※　令和３年９月３０日までの間は、介護療養施設サービス費の（１）及び（２）について、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。

※　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び介護職員処遇改善加算（Ⅴ）については、令和４年３月３１日まで算定可能。

（１８） 介護職員等特定処遇改善加算

（一）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 注
所定単位は、（１）から（１６）までにより算定した単位数の合計

（1月につき　＋所定単位×１５／１０００）

（二）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

注
所定単位は、（１）から（１６）までにより算定した単位数の合計

（1月につき　＋所定単位×２６／１０００）

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１９／１０００）

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

（1月につき　＋所定単位×１０／１０００）

（四）　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

（1月につき　＋（三）の９０／１００）

（五）　介護職員処遇改善加算（Ⅴ）

（1月につき　＋（三）の８０／１００）

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１日につき　６単位を加算）

（１７） 介護職員処遇改善加算

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

（１３）　認知症行動・心理症状緊急対応加算

（入院後7日に限り　１日につき２００単位を加算）

（１４）　排せつ支援加算　（※１）

（１月につき　１００単位を加算）

（１６）　サービス提供体制強化加算

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日につき　２２単位を加算）

（ニ）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１日につき　１８単位を加算）

（1日につき　１０単位を加算）

（１１）　特定診療費　（※１）

（１２）　認知症専門ケア加算

（一）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）

（1日につき　３単位を加算）

（二）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

（1日につき　４単位を加算）

（１月につき　１００単位を加算）
注
経口維持加算（Ⅰ）を算定していない場合には、算定しない。

(１５)　安全対策体制加算（※１）

（８）　口腔衛生管理加算　（※１） （１月につき　　９０単位を加算）
注
歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月２回以上行い、当該入所者に係る口腔ケアについて、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行った場合

（９）　療養食加算

（1回につき　６単位を加算（１日に３回を限度））

（１０）　在宅復帰支援機能加算　（※１）

（入院患者1人につき1回を限度として２０単位を算定）

（５）　低栄養リスク改善加算　（※１） 注
栄養管理の基準を満たさない場合及び経口移行加算・経口維持加算を算定している場合は、算定しない。

（１月につき　３００単位を加算）

（６）　経口移行加算　（※１） （1日につき　２８単位を加算）
注
栄養管理の基準を満たさない場合は、算定しない。

（７）　経口維持加算（※１）
（１月につき　４００単位を加算）

注
栄養管理の基準を満たさない場合又は経口移行加算を算定している場合は、算定しない。

（入院患者１人につき１回を限度として３００単位算定）

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合（４００単位）

d　退院時情報提供加算 注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合（５００単位）

e　退院前連携加算 注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合（５００単位）

（３）　初期加算 （1日につき　３０単位を加算）

（４）　退院時
　　　指導等加算
      （※１）

（一）　退院時等
　　　指導加算

a　退院前訪問指導加算
（入院中1回（又は2回）を限度に、４６０単位を算定）

b　退院後訪問指導加算
（退院後1回を限度に、４６０単位を算定）

c　退院時指導加算

（二）　訪問看護指示加算

注　外泊時費用 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき、３６２単位を算定

注　他科受診時費用 入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

介護　23
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　ハ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サービス

注 注 注 注 注

入院患者の数が入
院患者の定員を超
える場合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満た
ない場合

又
は

介護支援専門員の
員数が基準に満た
ない場合

又
は

看護師が基準に定め
られた看護職員の員
数に20/100を乗じて
得た数未満の場合

又
は

僻地の医師確保計
画を届出たもので、
医師の数が基準に
定められた医師の
員数に60/100を乗
じて得た数未満であ
る場合

又
は

僻地の医師確保計
画を届出たもの以
外で、医師の数が
基準に定められた
医師の員数に
60/100を乗じて得
た数未満である場
合

一定の要件を満た
す入院患者の数が
規準に満たない場
合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎に
配置していない等
ユニットケアにおけ
る体制が未整備で
ある場合

移行計画が未提
出である場合

安全管理体制未
実施減算

栄養管理の基準
を満たさない場合

要介護１ （ 986 単位） -99 単位
要介護２ （ 1,050 単位） -105 単位
要介護３ （ 1,114 単位） -111 単位
要介護４ （ 1,179 単位） -118 単位
要介護５ （ 1,244 単位） -124 単位
要介護１ （ 1,091 単位） -109 単位
要介護２ （ 1,157 単位） -116 単位
要介護３ （ 1,221 単位） -122 単位
要介護４ （ 1,286 単位） -129 単位
要介護５ （ 1,350 単位） -135 単位
要介護１ （ 930 単位） -93 単位
要介護２ （ 998 単位） -100 単位
要介護３ （ 1,066 単位） -107 単位
要介護４ （ 1,133 単位） -113 単位
要介護５ （ 1,201 単位） -120 単位
要介護１ （ 1,037 単位） -104 単位
要介護２ （ 1,104 単位） -110 単位
要介護３ （ 1,171 単位） -117 単位
要介護４ （ 1,241 単位） -124 単位
要介護５ （ 1,307 単位） -131 単位
要介護１ （ 902 単位） -90 単位
要介護２ （ 969 単位） -97 単位
要介護３ （ 1,034 単位） -103 単位
要介護４ （ 1,099 単位） -110 単位
要介護５ （ 1,165 単位） -117 単位
要介護１ （ 1,009 単位） -101 単位
要介護２ （ 1,074 単位） -107 単位
要介護３ （ 1,141 単位） -114 単位
要介護４ （ 1,207 単位） -121 単位
要介護５ （ 1,271 単位） -127 単位
要介護１ （ 887 単位） -89 単位
要介護２ （ 951 単位） -95 単位
要介護３ （ 1,016 単位） -102 単位
要介護４ （ 1,080 単位） -108 単位
要介護５ （ 1,145 単位） -115 単位
要介護１ （ 993 単位） -99 単位
要介護２ （ 1,058 単位） -106 単位
要介護３ （ 1,121 単位） -112 単位
要介護４ （ 1,188 単位） -119 単位
要介護５ （ 1,251 単位） -125 単位
要介護１ （ 827 単位） -83 単位
要介護２ （ 892 単位） -89 単位
要介護３ （ 956 単位） -96 単位
要介護４ （ 1,021 単位） -102 単位
要介護５ （ 1,085 単位） -109 単位
要介護１ （ 934 単位） -93 単位
要介護２ （ 998 単位） -100 単位
要介護３ （ 1,063 単位） -106 単位
要介護４ （ 1,127 単位） -113 単位
要介護５ （ 1,192 単位） -119 単位
要介護１ （ 733 単位） -73 単位
要介護２ （ 797 単位） -80 単位
要介護３ （ 863 単位） -86 単位
要介護４ （ 927 単位） -93 単位
要介護５ （ 992 単位） -99 単位
要介護１ （ 840 単位） -84 単位
要介護２ （ 904 単位） -90 単位
要介護３ （ 969 単位） -97 単位
要介護４ （ 1,034 単位） -103 単位
要介護５ （ 1,097 単位） -110 単位
要介護１ （ 1,112 単位） -111 単位
要介護２ （ 1,177 単位） -118 単位
要介護３ （ 1,242 単位） -124 単位
要介護４ （ 1,306 単位） -131 単位
要介護５ （ 1,371 単位） -137 単位
要介護１ （ 1,112 単位） -111 単位
要介護２ （ 1,177 単位） -118 単位
要介護３ （ 1,242 単位） -124 単位
要介護４ （ 1,306 単位） -131 単位
要介護５ （ 1,371 単位） -137 単位
要介護１ （ 1,057 単位） -106 単位
要介護２ （ 1,124 単位） -112 単位
要介護３ （ 1,194 単位） -119 単位
要介護４ （ 1,261 単位） -126 単位
要介護５ （ 1,328 単位） -133 単位
要介護１ （ 1,057 単位） -106 単位
要介護２ （ 1,124 単位） -112 単位
要介護３ （ 1,194 単位） -119 単位
要介護４ （ 1,261 単位） -126 単位
要介護５ （ 1,328 単位） -133 単位

（一）　経口維持加算（Ⅰ）

（二）　経口維持加算（Ⅱ）

※　一定の要件を満たす入院患者の数が規準に満たない場合には、（※１）を適用しない。
※　安全管理体制未実施減算については令和３年１０月１日から、栄養管理の基準を満たさない場合の減算については令和６年４月１日から適用する。

※　令和３年９月３０日までの間は、介護療養施設サービス費の（１）から（３）までについて、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。

※　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び介護職員処遇改善加算（Ⅴ）については、令和４年３月３１日まで算定可能。

（1月につき　＋所定単位×１５／１０００）

（二）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

（四）　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

（1月につき　＋（三）の９０／１００）

（五）　介護職員処遇改善加算（Ⅴ）

（1月につき　＋（三）の８０／１００）

注
所定単位は、（１）から（１５）までにより算定した単位数の合計

（1月につき　＋所定単位×１０／１０００）

（１８１７）　介護職員等特定処遇改善加算

（一）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１日につき　６単位を加算）

（１６）　介護職員処遇改善加算

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

（1月につき　＋所定単位×２６／１０００）

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１９／１０００）

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

（１月につき　１００単位を加算）

（１５）　サービス提供体制強化加算

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日につき　２２単位を加算）

（ニ）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１日につき　１８単位を加算）

(１４)　安全対策体制加算（※１）

（入院患者1人につき1回を限度として２０単位を算定）

（１０）　療養食加算

（1回につき　６単位を加算（１日に３回を限度））

（１１）　在宅復帰支援機能加算　（※１）

（1日につき　１０単位を加算）

（１２）  特定診療費　（※１）

（１３）　排せつ支援加算　（※１）

（９）　口腔衛生管理加算　（※１） （１月につき　　９０単位を加算）

（７）　経口移行加算　（※１）

（1日につき　２８単位を加算）

（８）　経口維持加算（※１）
（１月につき　４００単位を加算）

（１月につき　１００単位を加算）

（二）　訪問看護指示加算
（入院患者１人につき１回を限度として３００単位算定）

e　退院前連携加算

（６）　低栄養リスク改善加算　（※１）

（１月につき　３００単位を加算）

（４００単位）
d　退院時情報提供加算

（５００単位）

（５００単位）

注　他科受診時費用

（４）　初期加算 （1日につき　３０単位を加算）

（５）　退院時
　　　　指導等加算
　　　　（※１）

（一）　退院時等指導
　　　　加算

a　退院前訪問指導加算
　（入院中1回（又は2回）を限度に、４６０単位を算定）

b　退院後訪問指導加算
　（退院後1回を限度に、４６０単位を算定）

c　退院時指導加算

（一）　ユニット型
　　　　認知症疾患型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅰ）

a　ユニット型認知症疾患型
 　介護療養施設サービス費
 　＜ユニット型個室＞

b　経過的ユニット型認知症疾患
型
 　介護療養施設サービス費
 　＜ユニット型個室的多床室＞

一

般

病

院

（二）　ユニット型
　　　　認知症疾患型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅱ）

注　外泊時費用

（五）　認知症疾患
　　　　型介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅴ）

　　　　経過措置型

a　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　＜従来型個室＞

b　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　＜多床室＞

a　ユニット型認知症疾患型
 　介護療養施設サービス費
 　＜ユニット型個室＞

b　経過的ユニット型認知症疾患
型
 　介護療養施設サービス費
 　＜ユニット型個室的多床室＞

（２）　認知症
　　　　疾患型経過型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費
　　　　（１日につき）

（一）　認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費（Ⅰ）
　　　　＜従来型個室＞

（二）　認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費（Ⅱ）
　　　　＜多床室＞

（３）　ユニット型
　　　　認知症疾患型
　　　　介護療養施設
　　　　サービス費
　　　　（１日につき）

大

学

病

院

等

一

般

病

院

（二）　認知症疾患
　　　　型介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅱ）

　　　　看護＜4：1＞
　　　　介護＜4：1＞

a　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　＜従来型個室＞

b　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　＜多床室＞

（三）　認知症疾患
　　　　型介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅲ）

　　　　看護＜4：1＞
　　　　介護＜5：1＞

a　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　＜従来型個室＞

b　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　＜多床室＞

（四）　認知症疾患
　　　　型介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅳ）

　　　　看護＜4：1＞
　　　　介護＜6：1＞

a　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　＜従来型個室＞

b　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　＜多床室＞

－５単位 －１４単位

×９０／１００

－１２単位

身体拘束廃止未
実施減算

注

×９０／１００ ×９０／１００

基本部分

注

（1）　認知症
　　　　疾患型介護
　　　　療養施設
　　　　サービス費
　　　　（１日につき）

大

学

病

院

等

（一）　認知症疾患
　　　　型介護療養施設
　　　　サービス費（Ⅰ）

　　　　看護＜3：1＞
　　　　介護＜6：1＞

a　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅰ）
　　＜従来型個室＞

×７０／１００

×７０／１００ ×９０／１００

b　認知症疾患型介護療養施設
　　サービス費（ⅱ）
　　＜多床室＞

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

×９５／１００ ×９０／１００

×９７／１００

×７０／１００

×７０／１００

注
栄養管理の基準を満たさない場合及び経口移行加算・経口維持加算を算定している場合は、算定しない。

注
栄養管理の基準を満たさない場合は、算定しない。

注
栄養管理の基準を満たさない場合又は経口移行加算を算定している場合は、算定しない。
注
経口維持加算（Ⅰ）を算定していない場合には、算定しない。

注
歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月２回以上行い、当該入所者に係る口腔ケアについて、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行った場合

注
所定単位は、（１）から（１５）までにより算定した単位数の合計

介護　24
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施設等の区分 人員配置区分

地域区分

夜間勤務条件基準

職員の欠員による減算の状況

入院患者に関する基準

身体拘束廃止取組の有無

移行計画の提出状況

安全管理体制

栄養ケア・マネジメントの
実施の有無

療養環境基準

医師の配置基準

若年性認知症患者受入加算

療養食加算

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

認知症専門ケア加算

排せつ支援加算

安全対策体制

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（介護療養施設サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通
１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

53 介護療養施設サービス １　病院療養型

２　Ⅰ型（療養機能
　　強化型以外）
５　Ⅰ型（療養機能
　　強化型Ａ）
６　Ⅰ型（療養機能
　　強化型Ｂ）
３　Ⅱ型（療養機能
　　強化型以外）
７　Ⅱ型（療養機能
　　強化型）
４　Ⅲ型

１　基準型　２　加算型Ⅰ　３　加算型Ⅱ　５　加算型Ⅳ　６　減算型
７　加算型Ⅲ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　重症皮膚潰瘍管理指導　２　薬剤管理指導
３　集団コミュニケーション療法

２　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法
６　その他

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　７　加算Ⅲ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

１　なし　２　あり

１　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　介護支援専門員

１　基準型　２　減算型

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　基準型　２　減算型

１　基準　２　医療法施行規則第49条適用

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ
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施設等の区分 人員配置区分

地域区分

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（介護療養施設サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通
１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

夜間勤務条件基準

職員の欠員による減算の状況

入院患者に関する基準

ユニットケア体制

身体拘束廃止取組の有無

移行計画の提出状況

安全管理体制

栄養ケア・マネジメントの
実施の有無

療養環境基準

医師の配置基準

若年性認知症患者受入加算

療養食加算

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

認知症専門ケア加算

排せつ支援加算

安全対策体制

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

53 介護療養施設サービス ６　ユニット型病院療養型

１　療養機能
　　強化型以外
２　療養機能
　　強化型Ａ
３　療養機能
　　強化型Ｂ

１　基準型　２　加算型Ⅰ　３　加算型Ⅱ　５　加算型Ⅳ　６　減算型
７　加算型Ⅲ

１　基準　２　医療法施行規則第49条適用

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　重症皮膚潰瘍管理指導　２　薬剤管理指導
３　集団コミュニケーション療法

２　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法
６　その他

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　７　加算Ⅲ

１　なし　２　あり

１　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　介護支援専門員

１　基準型　２　減算型

１　対応不可　２　対応可

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　基準型　２　減算型

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ
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施設等の区分 人員配置区分

地域区分

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（介護療養施設サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通
１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

夜間勤務条件基準

職員の欠員による減算の状況

入院患者に関する基準

ユニットケア体制

身体拘束廃止取組の有無

移行計画の提出状況

安全管理体制

栄養ケア・マネジメントの
実施の有無

療養環境基準

医師の配置基準

若年性認知症患者受入加算

療養食加算

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

認知症専門ケア加算

排せつ支援加算

安全対策体制

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

53 介護療養施設サービス
Ａ　病院経過型
Ｃ　ユニット型病院経過型

２　Ⅰ型
３　Ⅱ型

１　基準型　２　加算型Ⅰ　３　加算型Ⅱ　５　加算型Ⅳ　６　減算型
７　加算型Ⅲ

１　基準　２　医療法施行規則第49条適用

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　重症皮膚潰瘍管理指導　２　薬剤管理指導
３　集団コミュニケーション療法

２　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法
６　その他

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　介護支援専門員

１　基準型　２　減算型

１　対応不可　２　対応可

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　基準型　２　減算型

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　７　加算Ⅲ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ
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施設等の区分 人員配置区分

地域区分

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（介護療養施設サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通
１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

入院患者に関する基準

身体拘束廃止取組の有無

移行計画の提出状況

安全管理体制

栄養ケア・マネジメントの
実施の有無

設備基準

若年性認知症患者受入加算

療養食加算

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

認知症専門ケア加算

排せつ支援加算

安全対策体制

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

53 介護療養施設サービス ２　診療所型

１　Ⅰ型（療養機能
　　強化型以外）
３　Ⅰ型（療養機能
　　強化型Ａ）
４　Ⅰ型（療養機能
　　強化型Ｂ）
２　Ⅱ型

１　基準型　２　減算型

２　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法
６　その他

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　７　加算Ⅲ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　基準型　２　減算型

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　重症皮膚潰瘍管理指導　２　薬剤管理指導
３　集団コミュニケーション療法
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施設等の区分 人員配置区分

地域区分

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（介護療養施設サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通
１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

入院患者に関する基準

ユニットケア体制

身体拘束廃止取組の有無

移行計画の提出状況

安全管理体制

栄養ケア・マネジメントの
実施の有無

設備基準

若年性認知症患者受入加算

療養食加算

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

認知症専門ケア加算

排せつ支援加算

安全対策体制

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

職員の欠員による減算の状況

入院患者に関する基準

ユニットケア体制

身体拘束廃止取組の有無

移行計画の提出状況

安全管理体制

栄養ケア・マネジメントの
実施の有無

療養食加算

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

排せつ支援加算

安全対策体制

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

１　基準型　２　減算型 １　なし　２　あり

２　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法
６　その他

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　７　加算Ⅲ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　対応不可　２　対応可

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　基準型　２　減算型

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　重症皮膚潰瘍管理指導　２　薬剤管理指導
３　集団コミュニケーション療法

53 介護療養施設サービス

３　認知症疾患型
８　ユニット型認知症疾患型
Ｂ　認知症経過型

５　Ⅰ型
６　Ⅱ型
７　Ⅲ型
８　Ⅳ型
９　Ⅴ型

７　ユニット型診療所型

１　療養機能
　　強化型以外
２　療養機能
　　強化型Ａ
３　療養機能
　　強化型Ｂ

１　基準型　２　減算型

１　対応不可　２　対応可

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　減算型　２　基準型

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　精神科作業療法　２　その他　　

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　７　加算Ⅲ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　介護支援専門員

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり
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